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千葉県石油コンビナート等防災計画 本編 新旧対照表 

千葉県石油コンビナート防災計画 体系 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

体系図 

 

公共施設等
の災害復旧

第６節 港湾施設

付属資料編

第２章 応 急 対 策

第３章

第３節 ガス施設（東京ガス㈱）

第４節 水道施設

第５節 道路

第10節 地震発生時等における応急対策

第１節 電気施設（東京電力ホールディングス㈱）

第２節 通信施設（東日本電信電話㈱）

第７節 防災資機材等の調達・輸送計画

第８節 総合的防御対策

第９節

第２節

予 防 対 策

自衛隊の災害派遣要請計画

第４節 避難計画

第５節 医療救護対策

第６節 警備・交通規制対策

第１節 防災本部の活動体制

第２節 異常現象等の通報

第３節 災害広報

第２部　地震対策

第３節 南海トラフ地震臨時情報等に伴う措置

第４節 地震防災対策

第５節 防災教育及び広報

第６節 防災対策の調査研究・情報収集

第１節 危険物施設等の対策

第２節 警防面における事前対策

第７節 東海地震注意（予知）情報等に伴う措置

第１節 防災計画の目的

第２節

流出油による海面火災等の災害

第６節 地震対策の調査研究・情報収集

特別防災区域の範囲

千葉県石油コンビナート等防災本部

特別防災区域協議会

自衛防災組織、共同防災組織及び広域共同防災組織

その他防災協力体制

防災施設、資機材等の整備、管理運営

第２節

第３節

第４節

第５節

第３節 適正配置

第４節 保安管理体制

第５節 防災訓練

第１編 総　　説

第２編 災害想定 第１節

第１章 総　　　則

第２章 組織の現況

第３章 防災関係機関等の事務又は業務の大綱

第２節

第３節

第４節

防災計画の性格と範囲

防災計画の基本方針

第７節

第３編 計　　画

第１節 危険物施設等の災害予防対策

第３節

第４節

第１節

想定災害の範囲と評価方法

第６節 大規模災害の想定

平常時の災害想定

地震時の災害想定（短周期地震動による被害）

地震時の災害想定（長周期地震動による被害）

津波による被害

第１章

第１部　事故対策

千
葉
県
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
防
災
計
画

体
系
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

公共施設等
の災害復旧

第６節 港湾施設

付属資料編

第２章 応 急 対 策

第３章

第３節 ガス施設（東京ガス㈱千葉ネットワークセンター）

第４節 水道施設

第５節 道路

第10節 地震発生時等における応急対策

第１節 電気施設（東京電力ホールディングス㈱）

第２節 通信施設（東日本電信電話㈱）

第７節 防災資機材等の調達・輸送計画

第８節 総合的防御対策

第９節 自衛隊の災害派遣要請計画

第４節 避難計画

第５節 医療救護対策

第６節 警備・交通規制対策

第１節 防災本部の活動体制

第２節 異常現象等の通報

第３節 災害広報

第６節 地震対策の調査研究・情報収集

第１章

第１部　事故対策

第２部　地震対策

第３節 東海地震注意（予知）情報等に措置

第４節 地震防災対策

第５節 防災教育及び広報

第６節 防災対策の調査研究・情報収集

第１節 危険物施設等の対策

第２節 警防面における事前対策

第３節 適正配置

第４節 保安管理体制

第５節 防災訓練

第２節 防災施設、資機材等の整備、管理運営

第２節

第３節

第４節

第５節

第７節

予 防 対 策

第６節 大規模災害の想定

平常時の災害想定

地震時の災害想定（短周期地震動による被害）

地震時の災害想定（長周期地震動による被害）

津波による被害

第１節 防災計画の目的

第２節

流出油による海面火災等の災害

第３編 計　　画

第１節 危険物施設等の災害予防対策

第３節

第４節

第１節

想定災害の範囲と評価方法

第１編 総　　説

第２編 災害想定 第１節

第１章 総　　　則

第２章 組織の現況

第３章 防災関係機関等の事務又は業務の大綱

第２節

第３節

第４節

防災計画の性格と範囲

防災計画の基本方針

特別防災区域の範囲

千葉県石油コンビナート等防災本部

特別防災区域協議会

自衛防災組織、共同防災組織及び広域共同防災組織

その他防災協力体制
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○構成の修

正のため 
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千葉県石油コンビナート防災計画 用語の定義 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

用語の定義 用  語  の  定  義 

 

 この防災計画における用語の定義は、次に定めるところによる。 

 

1～4  （略） 

5 レイアウト省令……石油コンビナート等特別防災区域における新設事業所等の

施設地区の配置等に関する省令（昭和５１年６月１２日通商産業省・自治省令第１

号）をいう。 

6～22 （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

用  語  の  定  義 

 

 この防災計画における用語の定義は、次に定めるところによる。 

 

1～4  （略） 

5 配置省令……石油コンビナート等特別防災区域における新設事業所等の施設地

区の配置等に関する省令（昭和５１年６月１２日通商産業省・自治省令第１号）を

いう。 

6～22 （略） 

○一般的な

表現に修正 
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第１編 総説 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１ 第１章 総則 

第２節 防災計画の性格と範囲 

この防災計画は、千葉県の特別防災区域に係る災害の防止に関し、特定事業所を

はじめ、国・県・市そのほか防災関係機関等が一体となり実施すべき業務を定めた

総合的かつ基本的な計画である。 

（略） 

この防災計画は、地震対策として南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法に基づく推進地域に準じた対策を図るとともに、関東地震級の海溝

型地震及び平成７年兵庫県南部地震級の直下型地震等の大規模 地震対策並びに

長周期地震動対策を図るものとする。 

 （略） 

 

第４節 特別防災区域の範囲 

本県の特別防災区域は、東京湾沿岸部にそって、京葉臨海北部地区、京葉臨海中

部地区及び京葉臨海南部地区の３地区が指定されており、面積、石油貯蔵・取扱量

及び高圧ガスの処理量の各合計はいずれも全国第１位であり、わが国最大のコンビ

ナート地帯を形成している。（平成３１年４月１日現在）（表－１、図－１参照） 

１ 京葉臨海北部地区 

京葉臨海北部地区は市川市に位置し、面積２．０４ｋｍ２、総事業所数１２４

社、そのうち６の特定事業所（第一種事業所５、第二種事業所１）で形成されて

おり、油槽所主体の地区である。（図－２参照） 

２ 京葉臨海中部地区 

京葉臨海中部地区は千葉市、市原市及び袖ケ浦市に位置し、面積４５．１９ｋ

ｍ２、総事業所数３２７社、そのうち６０の特定事業所（第一種事業所２８（レ

イアウト事業所２２）、第二種事業所３２）で形成されており、全国８４の特別

防災区域のなかで、面積、石油貯蔵・取扱量及び高圧ガスの処理量がいずれも最

大であり、石油精製、石油化学業を主体とする地区である。（図―３、４参照） 

３ 京葉臨海南部地区 

京葉臨海南部地区は、木更津市及び君津市に位置し、面積１２．５１ km２、総

事業所数７４社、そのうち３の特定事業所（第一種事業所１（レイアウト事業所

１）、第二種事業所２）で形成されており、鉄鋼業主体の地区である。（図－５参

照） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第１章 総則 

第２節 防災計画の性格と範囲 

この防災計画は、千葉県の特別防災区域に係る災害の防止に関し、特定事業所を

はじめ、国・県・市そのほか防災関係機関等が一体となり実施すべき業務を定めた

総合的かつ基本的な計画である。 

（略） 

この防災計画は、地震対策として東海地震に係る大規模地震対策特別措置法に基

づく強化地域に準じた対策を図るとともに、関東地震級の海溝型地震及び平成７年

兵庫県南部地震級の直下型地震等の大規模 地震対策並びに長周期地震動対策を

図るものとする。 

 （略） 

 

第４節 特別防災区域の範囲 

本県の特別防災区域は、東京湾沿岸部にそって、京葉臨海北部地区、京葉臨海中

部地区及び京葉臨海南部地区の３地区が指定されており、面積、石油貯蔵・取扱量

及び高圧ガスの処理量の各合計はいずれも全国第１位であり、わが国最大のコンビ

ナート地帯を形成している。（平成２８年４月１日現在）（表－１、図－１参照） 

１ 京葉臨海北部地区 

京葉臨海北部地区は市川市に位置し、面積２．０４ｋｍ２、総事業所数１１４

社、そのうち６の特定事業所（第一種事業所５、第二種事業所１）で形成されて

おり、油槽所主体の地区である。（図－２参照） 

２ 京葉臨海中部地区 

京葉臨海中部地区は千葉市、市原市及び袖ケ浦市に位置し、面積４５．１９ｋ

ｍ２、総事業所数２７０社、そのうち６２の特定事業所（第一種事業所３０（レ

イアウト事業所２３）、第二種事業所３２）で形成されており、全国８５の特別

防災区域のなかで、面積、石油貯蔵・取扱量及び高圧ガスの処理量がいずれも最

大であり、石油精製、石油化学業を主体とする地区である。（図―３、４参照） 

３ 京葉臨海南部地区 

京葉臨海南部地区は、木更津市及び君津市に位置し、面積１１．９８ km２、総

事業所数７４社、そのうち３の特定事業所（第一種事業所１（レイアウト事業所

１）、第二種事業所２）で形成されており、鉄鋼業主体の地区である。（図－５参

照） 

 

 

 

 

 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

２ 表―１ 千葉県石油コンビナート等特別防災区域概況表 

（平成３１年４月１日現在） 

 

区 分 

区域 

面積 

ｋ㎡ 

貯蔵・取扱・処理量 特定事業所 
その他 

事業所 
(うち石

油取扱い

事業所) 

石油 

千 KL 

高圧ガス 

百万 N㎥ 

 

総数 

第一

種事

業所 
(うちレ

イアウ

ト事業

所) 

第二

種事

業所 

京
葉
臨
海
北
部
地
区 

市
川
市 

 

2.04 

257 

(1.28％) 

6 

(0.26％) 
6 

5 

(0) 
1 

118 

(27) 

小 

計 

257 

(1.28％) 

6 

(0.26％) 
6 

5 

(0) 
1 

118 

(27) 

京
葉
臨
海
中
部
地
区 

千 

葉 

市 

 

 

 

45.19 

438 

(2.19％) 

30 

(1.32％) 8 

5 

(3) 3 

121 

(18) 

市 
原 

市 
14,893 

(74.32％) 

1,972 

(87.03％) 36 

16 

(15) 20 

125 

(59) 

袖
ケ
浦
市 

4,407 

(21.99％) 

237 

(10.46％) 16 

7 

(4) 9 

21 

(21) 

小 

計 

19,738 

(98.50％) 

2,239 

(98.81％) 60 

28 

(22) 32 

267 

(98) 

京
葉
臨
海
南
部
地
区 

木
更
津
市 

君 

津 

市 

 

 

12.51 

43 

(0.22％) 

21 

(0.93％) 3 

1 

(1) 2 

71 

(22) 

小 

計 

43 

(0.22％) 

21 

(0.93％) 3 

1 

(1) 2 

71 

(22) 

合計 59.74 20,038 

(100.00％) 

2,266 

(100.00％) 69 

34 

(23) 35 

456 

(147) 

資料：平成３１年度石油コンビナート等実態調査 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

表―１ 千葉県石油コンビナート等特別防災区域概況表 

（平成２８年４月１日現在） 

 

区 分 

区域 

面積 

ｋ㎡ 

貯蔵・取扱・処理量 特定事業所 
その他 

事業所 

(うち石油

取扱い事

業所) 

石油 

千 KL 

高圧ガス 

百万 N㎥ 

 

総数 

第一種 

事業所 

(うちレ

イアウ

ト事業

所) 

第二

種 

事業

所 

京
葉
臨
海
北
部
地
区 

市 

川 

市 

2.04 

246 

(1.22％) 

6 

(0.26％) 6 

5 

(0) 1 

108 

(25) 

小 

計 

246 

(1.22％) 

6 

(0.26％) 6 

5 

(0) 1 

108 

(25) 

京
葉
臨
海
中
部
地
区 

千 

葉 

市 

45.19 

431 

(2.13％) 

31 

(1.36％) 8 

5 

(3) 3 

109 

(20) 

市 

原 

市 

15,052 

(74.44％) 

1,970 

(86.48％) 37 

18 

(16) 19 

79 

(24) 

袖
ケ
浦
市 

4,430 

(21.91％) 

248 

(10.89％) 17 

7 

(4) 10 

20 

(20) 

小 

計 

19,913 

(98.48％) 

2,249 

(98.73％) 62 

30 

(23) 32 

208 

(64) 

京
葉
臨
海
南
部
地
区 

木
更
津
市 

君 

津 

市 
 

11.98 

61 

(0.30％) 

23 

(1.01％) 3 

1 

(1) 2 

71 

(21) 

小 

計 

61 

(0.30％) 

23 

(1.01％) 3 

1 

(1) 2 

71 

(21) 

合 計 59.21 

20,220 

(100.00％) 

2,278 

(100.00％) 71 

36 

(24) 35 

387 

(110) 

資料：平成２８年度石油コンビナート等実態調査 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

４ 図―２ 京葉臨海北部地区（平成３１年４月１日現在） 

 

（３、７、９番欠番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事  業  所  名 区分 

１ 東洋合成工業㈱高浜油槽所 1(石) 

２ 
ＪＸＴＧエネルギー㈱市川油槽

所 
1(石) 

４ ㈱市川アストモスターミナル 1(ガ) 

５ 東洋合成工業㈱市川工場 2(石) 

６ 丸善㈱京葉油槽所 1(石) 

８ 日本サン石油㈱市川工場 1(石) 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

図―２ 京葉臨海北部地区 

 

（３、７、９番欠番） 

 

 

 

 

事  業  所  名 区分 

１ 東洋合成工業㈱高浜油槽所 1(石) 

２ ＪＸＴＧエネルギー㈱市川油槽所 1(石) 

４ ㈱市川アストモスターミナル 1(ガ) 

５ 東洋合成工業㈱市川工場 2(石) 

６ 丸善㈱京葉油槽所 1(石) 

８ 日本サン石油㈱市川工場 1(石) 

○時点を明

記する 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

５ 図―３ 京葉臨海中部地区－１（平成３１年４月１日現在） 

（市原市） 

 
（千葉市） 

 
 
 
 
 
 
 

事  業  所  名 区 分 事  業  所  名 区 分 
11 ティー・エム・ターミナル㈱市原事業所 1(石) 25 日立化成㈱五井事業所 2(石･ガ) 
12 日本リファイン㈱千葉工場 2(石) 26 デンカ㈱千葉工場 1(レ) 
13 ライオン㈱千葉工場 2(石) 27 丸善石油化学㈱千葉工場 1(レ) 
14 古河電気工業㈱千葉事業所 2(石･ガ) 28 日曹金属化学㈱千葉工場 2(石) 
15 キャボットジャパン㈱千葉工場 2(石) 29 ㈱ＭＯＲＥＳＣＯ千葉工場 2(石) 
16 富士電機㈱千葉工場 2(石･ガ) 30 エチレンケミカル㈱本社工場 2(石) 
17 ＤＩＣ㈱千葉工場 1(レ) 31 日本曹達㈱千葉工場 1(レ) 
18 ＡＧＣ㈱千葉工場 1(レ) 32 KH ネオケム㈱千葉工場 1(レ) 
19 ㈱千葉サンソセンター五井工場 1(レ) 33 日産化学㈱袖ケ浦工場五井製造所 2(石) 
20 ＪＮＣ石油化学㈱市原製造所 1(レ) 34 宇部興産㈱千葉石油化学工場 1(レ) 
21 岩谷瓦斯㈱千葉工場 2(ガ) 35 宇部マテリアルズ㈱千葉工場 2(石) 
23 コスモ石油㈱千葉製油所 1(レ) 36 日新理化㈱本社工場 2(石･ガ) 
24 筑港（株）市原倉庫 2(石) 37 ＪＸＴＧエネルギー（株）千葉製油所 1(レ) 

（10 番、22 番欠番） 

事  業  所  名 区 分 
1 ㈱J－オイルミルズ千葉工場 2(石) 
2 エヌアイケミカル㈱千葉事業所 1(石) 
4 丸紅エネックス㈱千葉ターミナル 1(レ) 
5 JFE ケミカル㈱東日本製造所千葉工場 1(石) 
6 JFE スチール㈱東日本製鉄所（千葉地区） 1(レ) 
7 ㈱JERA 千葉火力発電所 2(石･ガ) 
8 JFE ケミカル㈱東日本製造所千葉工場生浜分工場 1(レ) 
9 JFE スチール㈱東日本製鉄所（千葉地区）生浜工場 2(石) 

(３番欠番)  
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

図―３ 京葉臨海中部地区－１ 

（市原市） 

 

（千葉市） 

 

 

事  業  所  名 区 分 事  業  所  名 区 分 
11 ティー・エム・ターミナル㈱市原事業所 1(石) 25 日立化成㈱五井事業所 2(石･ガ) 
12 日本リファイン㈱千葉工場 2(石) 26 デンカ㈱千葉工場 1(レ) 
13 ライオン㈱千葉工場 2(石) 27 丸善石油化学㈱千葉工場 1(レ) 
14 古河電気工業㈱千葉事業所 2(石･ガ) 28 日曹金属化学㈱千葉工場 2(石) 
15 キャボットジャパン㈱千葉工場 2(石) 29 ㈱ＭＯＲＥＳＣＯ千葉工場 2(石) 
16 富士電機㈱千葉工場 2(石･ガ) 30 エチレンケミカル㈱本社工場 2(石) 
17 ＤＩＣ㈱千葉工場 1(レ) 31 日本曹達㈱千葉工場 1(レ) 
18 旭硝子㈱千葉工場 1(レ) 32 KH ネオケム㈱千葉工場 1(レ) 

19 ㈱千葉サンソセンター五井工場 1(レ) 33 
日産化学工業㈱袖ケ浦工場五井製
造所 

2(石) 

20 ＪＮＣ石油化学㈱市原製造所 1(レ) 34 宇部興産㈱千葉石油化学工場 1(レ) 
21 岩谷瓦斯㈱千葉工場 2(ガ) 35 宇部マテリアルズ㈱千葉工場 2(石) 
23 コスモ石油㈱千葉製油所 1(レ) 36 日新理化㈱ 2(石･ガ) 

（10 番、22 番欠番） 37 ＪＸＴＧエネルギー（株）千葉製油所 1(レ) 

事  業  所  名 区 分 
1 ㈱J－オイルミルズ千葉工場 2(石) 
2 エヌアイケミカル㈱千葉事業所 1(石) 
4 丸紅エネックス㈱千葉ターミナル 1(レ) 
5 JFE ケミカル㈱東日本製造所千葉工場 1(石) 
6 JFE スチール㈱東日本製鉄所（千葉地区） 1(レ) 
7 東京電力フュエル＆パワー㈱千葉火力発電所 2(石･ガ) 
8 JFE ケミカル㈱東日本製造所千葉工場生浜分工場 1(レ) 
9 JFE スチール㈱東日本製鉄所（千葉地区）生浜工場 2(石) 

(３番欠番)  

○時点を明

記する 

○事業所の

指定解除に

伴う削除 

○事業所の

名称変更 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

６ 図―４ 京葉臨海中部地区－２（平成３１年４月１日現在） 

（市原市） 

 

（袖ケ浦市） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事  業  所  名 区 分 事  業  所  名 区 分 

37 ＪＸＴＧエネルギー（株）千葉製油所 1(レ) 42 三井化学㈱市原工場 1(レ) 

38 ㈱日陸 千葉物流センター 2(石) 43 出光興産㈱千葉事業所 1(レ) 

39 東レ㈱千葉工場 2(石) 45 ㈱JERA 姉崎火力発電所 2(石) 

40 ダウ・東レ㈱千葉工場 2(石) 46 住友化学㈱千葉工場姉崎地区 1(レ) 

41 ＪＳＲ㈱千葉工場 1(レ) 47 日本板硝子㈱千葉事業所 2(石･ガ) 

 
（44 番欠番） 

 63 
東レ・ファインケミカル㈱千葉事業

場 
2(石･ガ) 

事  業  所  名 区 分 事  業  所  名 区 分 

48 住友化学㈱千葉工場袖ケ浦地区 1(レ) 56 ㈱ＡＤＥＫＡ千葉工場 2(石･ガ) 

49 富士石油㈱袖ケ浦製油所 1(レ) 57 富士石油㈱中袖基地 1(石) 

50 
ＪＸＴＧエネルギー㈱袖ケ浦事業

所 
1(石) 58 東京酸素窒素㈱ 1(ガ) 

51 ㈱千葉サンソセンター袖ケ浦工場 1(レ) 59 東京ガス㈱袖ケ浦ＬＮＧ基地 2(石) 

52 日鉄エポキシ製造㈱千葉工場 2(石･ガ) 60 ㈱JERA 袖ケ浦火力発電所 2(石) 

53 東邦化学工業㈱千葉工場 2(石･ガ) 61 
日本アルコール産業㈱袖ケ浦作

業所 
2(石) 

54 日本燐酸㈱ 2(石) 62 
旭化成㈱製造統括本部川崎製造

所千葉工場 
1(レ) 

55 広栄化学工業㈱千葉工場 2(石･ガ) 65 エコシステム千葉㈱ 2(石) 

   （64 番欠番） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

図―４ 京葉臨海中部地区－２ 

（市原市） 

 

（袖ケ浦市） 

 

 

事  業  所  名 区 分 事  業  所  名 区 分 

37 ＪＸＴＧエネルギー（株）千葉製油所 1(レ) 42 三井化学㈱市原工場 1(レ) 

38 ㈱日陸 千葉物流センター 2(石) 43 出光興産㈱千葉事業所 1(レ) 

39 東レ㈱千葉工場 2(石) 44 出光興産(株)千葉製油所 1(レ) 

40 東レ・ダウコーニング㈱千葉工場 2(石) 45 
東京電力フュエル＆パワー㈱姉崎火

力発電所 
1(石) 

41 ＪＳＲ㈱千葉工場 1(レ) 46 住友化学㈱千葉工場姉崎地区 1(レ) 

 
 

 63 
東レ・ファインケミカル㈱千葉事業

場 
2(石･ガ) 

事  業  所  名 区 分 事  業  所  名 区 分 

48 住友化学㈱千葉工場袖ケ浦地区 1(レ) 56 ㈱ＡＤＥＫＡ千葉工場 2(石･ガ) 

49 富士石油㈱袖ケ浦製油所 1(レ) 57 富士石油㈱中袖基地 1(石) 

50 
ＪＸＴＧエネルギー㈱袖ケ浦事業

所 
1(石) 58 東京酸素窒素㈱ 1(ガ) 

51 ㈱千葉サンソセンター袖ケ浦工場 1(レ) 59 東京ガス㈱袖ケ浦ＬＮＧ基地 2(石) 

52 新日化エポキシ製造㈱千葉工場 2(石･ガ) 60 
東京電力フュエル＆パワー㈱袖

ケ浦火力発電所 
2(石) 

53 東邦化学工業㈱千葉工場 2(石･ガ) 61 
日本アルコール産業㈱袖ケ浦作

業所 
2(石) 

54 日本燐酸㈱ 2(石) 62 旭化成㈱川崎製造所千葉工場 1(レ) 

55 広栄化学工業㈱工場 2(石･ガ) 64 (株)荏原製作所袖ケ浦事業所 2(石･ガ) 

   65 エコシステム千葉㈱ 2(石) 

    

○時点を明

記する 

○事業所の

合併及び指

定解除に伴

う削除 

○事業所の

区分の変更 

○事業所の

名称変更 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

７ 図―５ 京葉臨海南部地区（平成３１年４月１日現在） 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事  業  所  名 区 分 

1 日 本 製 鉄 ( 株 ) 君 津 製 鉄 所 1(レ) 

2 君 津 共 同 火 力 ㈱ 君 津 共 同 発 電 所 2(石) 

3 東 洋 ス チ レ ン ㈱ 君 津 工 場 2(石) 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

図―５ 京葉臨海南部地区 

 
 
 
 
 

 

 
 

事  業  所  名 区 分 

1 新 日 鐵 住 金 ( 株 ) 君 津 製 鐵 所 1(レ) 

2 君 津 共 同 火 力 ㈱ 君 津 共 同 発 電 所 2(石) 

3 東 洋 ス チ レ ン ㈱ 君 津 工 場 2(石) 

○時点を明

記する 

○事業所の

名称変更 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 

第２章 組織の現況 

第１節 千葉県石油コンビナート等防災本部 

１ 組織 

（１）防災本部 

防災本部は知事を本部長（本部長代理：副知事）に、本部員（防災関係機関の 

長及び特定事業所の代表者）４９名、幹事（防災関係機関及び特定事業所の職員） 

５９名で構成され、本部の運営等に関し必要な事項を定める。 

（表－１ 防災本部員の構成、図－１ 防災本部の構成） 

 

表―１ 防災本部員の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１ 防災本部の構成 

防災本部 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

指揮班 通信班 

情報班 庶務班 

広報渉外班 本部連絡班 

現地派遣班  
 

本 部 長 

 

 

（ 知 事 ） 
県 

副知事 

副知事 

総務部長 
防災危機管理部長 
健康福祉部長 
環境生活部長 
商工労働部長 
農林水産部長 
県土整備部長 
企業局長 

本 部 長 

 

知 事 

本 部 員 

 

４９人 

幹 事 

 

５９人 

現 地 本 部 

現地本部長   現地事務局 

 

 

現地本部員 

特 定 地 方 

行 政 機 関 

関東管区警察局広域調整部長 

千葉労働局長 

関東東北産業保安監督部長 

関東地方整備局統括防災官 

千葉海上保安部長 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２章 組織の現況 

第１節 千葉県石油コンビナート等防災本部 

１ 組織 

（１）防災本部 

防災本部は知事を本部長（本部長代理：副知事）に、本部員（防災関係機関の 

長及び特定事業所の代表者）５０名、幹事（防災関係機関及び特定事業所の職員） 

５９名で構成され、本部の運営等に関し必要な事項を定める。 

（表－１ 防災本部員の構成、図－１ 防災本部の構成） 

 

表―１ 防災本部員の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１ 防災本部の構成 

防災本部 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

指揮班 通信班 

情報班 庶務班 

広報渉外班 本部連絡班 

現地派遣班  
 

○県の組織

改編による

修正 

本 部 長 

 

知 事 

本 部 員 

 

５０人 

幹 事 

 

５９人 

現 地 本 部 

現地本部長   現地事務局 

 

 

現地本部員 

本 部 長 

 

 

（ 知 事 ） 
県 

副知事 

副知事 

総務部長 
防災危機管理部長 
健康福祉部長 
環境生活部長 
商工労働部長 
農林水産部長 
県土整備部長 
水道局長 
企業土地管理局長 

特 定 地 方 

行 政 機 関 

関東管区警察局広域調整部長 

千葉労働局長 

関東東北産業保安監督部長 

関東地方整備局企画部長 

千葉海上保安部長 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 特別防災区域協議会等 

１ 石油コンビナート等特別防災区域協議会 

地 区 別 
構成 

事業所 

左の内訳 

設立年月日 第一種

事業所 

第二種 

事業所 

その他 

事業所 

京葉臨海北部地区 ７ ５ １ １ 昭和 52 年 6 月 20 日 

京葉臨海中部地区 ８４ ３０ ３１ ２３  〃 55 年 12 月 18 日 

京葉臨海南部地区 ３４ １ ２ ３１  〃 52 年 10 月 28 日 

計 １２５ ３６ ３４ ５５ ― 

（平成３１年４月） 

第４節 その他防災協力体制 

１ 相互応援体制 

（３）広域的応援体制 

 災害の様態、規模によって・・「九都県市災害時相互応援等に関する協定」、・・・

全国知事会を構成する４７都道府県で締結した「全国知事会における災害時等の広

域応援に関する協定に基づく・・・ 

 

第３章 防災関係機関等の事務又は業務の大綱 

１ 特定事業所 

 特定事業所は、防災対策に関し、第一次的責任を有することから相互に連携共同

して地域の一体的防災体制の確立に努める。 

（１）～（６） （略） 

（７）南海トラフ地震臨時情報への適切な防災対応 

（８）警戒宣言に係る緊急予防措置基準の作成 

（９）異常現象の通報義務（石災法第２３条） 

（10）特定事業者の責務に基づき災害の防御及び拡大防止活動の実施並びに共同 

体制による防災活動の実施 

（11）災害応急措置の概要等の報告 

（12）関連企業等の防災対策に関する指導、監督 

（13）選任した防災管理者、副防災管理者に対し防災業務に関する能力向上に 

資する研修機会の付与 

（14）防災関係機関の要請に基づく災害広報の実施 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２節 特別防災区域協議会等 

１ 石油コンビナート等特別防災区域協議会 

 

地 区 別 

構成 

事業所 

左の内訳  

設立年月日 第一種

事業所 

第二種 

事業所 

その他 

事業所 

京葉臨海北部地区 ７ ５ １ １ 昭和 52 年 6 月 20 日 

京葉臨海中部地区 ８６ ３０ ３２ ２４  〃 55 年 12 月 18 日 

京葉臨海南部地区 ３４ １ ２ ３１  〃 52 年 10 月 28 日 

計 １２７ ３６ ３５ ５６ ― 

（平成２８年４月） 

 

第４節 その他防災協力体制 

１ 相互応援体制 

（３）広域的応援体制 

 災害の様態、規模によって・・「九都県市災害時相互応援に関する協定」、・・・ 

全国知事会を構成する４７都道府県で締結した「全国知事会における災害時の広域

応援に関する協定に基づく・・・ 

 

第３章 防災関係機関等の事務又は業務の大綱 

１ 特定事業所 

 特定事業所は、防災対策に関し、第一次的責任を有することから相互に連携共同

して地域の一体的防災体制の確立に努める。 

（１）～（６） （略） 

（新設） 

（７）警戒宣言に係る緊急予防措置基準の作成 

（８）異常現象の通報義務（石災法第２３条） 

（９）特定事業者の責務に基づき災害の防御及び拡大防止活動の実施並びに共同 

体制による防災活動の実施 

（10）災害応急措置の概要等の報告 

（11）関連企業等の防災対策に関する指導、監督 

（12）選任した防災管理者、副防災管理者に対し防災業務に関する能力向上に 

資する研修機会の付与 

（13）防災関係機関の要請に基づく災害広報の実施 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○誤字のた

め 

 

 

 

 

 

○南海トラ

フ地震臨時

情報への対

応を追記 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

 

 

 

 

 

 

 

  １９ 

２ 県 

（８）企業局 

ア 導送配水管等施設の漏水調査及び点検パトロールの実施 

イ 水道施設の復旧 

ウ 工業用水道各施設の点検、パトロールの実施 

エ 工業用水道施設の復旧 

オ 工業用水道導送配水管路の復旧資機材の備蓄推進 

カ 土地管理部の所掌する施設・用地のパトロール 

キ 特別防災区域内の用地の分譲時における必要に応じた関係機関との協議 

 

６ 銚子地方気象台 

（１）気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること  

（２）気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）、水象 

の予報・警報等の防災情報の発表、伝達及び解説に関すること  

（３）気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること  

（４）地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること  

（５）防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること 

 

１１ その他事業所 

 その他事業所は、関係法令及び行政指導基準等に基づいて、防災組織及び防災

資機材の整備充実等  防災体制の強化を図るとともに、災害時においては防災

関係機関及び特定事業所等の行う防災活動に 積極的に協力するものとする。 

また、南海トラフ地震臨時情報等の発表時における混乱を防止し、併せて地震

発生時における被害を最小限にとどめるためにも、情報の収集及び伝達体制等を

特定事業所に準じた措置を講ずるよう努力するものとする。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

２ 県 

（８）水道局 

ア 導送配水管等施設の漏水調査及び点検パトロールの実施 

イ 水道施設の復旧 

ウ 工業用水道各施設の点検、パトロールの実施 

エ 工業用水道施設の復旧 

オ 工業用水道導送配水管路の復旧資機材の備蓄推進 

（９）企業土地管理局 

ア 所掌する施設・用地のパトロール 

イ 特別防災区域内の用地の分譲時における必要に応じた関係機関との協議 

 

６ 銚子地方気象台 

気象に関する予報、警報の発表及び伝達 

 
１１ その他事業所 

 その他事業所は、関係法令及び行政指導基準等に基づいて、防災組織及び防災

資機材の整備充実等  防災体制の強化を図るとともに、災害時においては防災

関係機関及び特定事業所等の行う防災活動に 積極的に協力するものとする。 

また、警戒宣言発令時における混乱を防止し、併せて地震発生時における被害を

最小限にとどめるためにも、情報の収集及び伝達体制等を特定事業所に準じた措置

を講ずるよう努力するものとする。 

○県の組織

改編による

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

○業務の詳

細化 

 

○南海トラ

フ地震臨時

情報への対

応について

記載 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

３２ 

 

 

 

 

 

 

 

３３ 

 

 

 

 

 

 

 

  ３８ 

２ 起こり得る災害事象 

短周期地震動（強震動）による施設被害を対象とした場合、初期事象の発生原因

は平常時とは異なるが、事象の種類や初期事象発生後の拡大プロセス(事象分岐)は

平常時と同様と考えられることから、平常時の災害拡大シナリオ(イベントツリー)

をそのまま適用する。したがって、起こり得る災害事象は表－２～７に示した通り

である。ただし、地震時の危険物タンク火災は、主としてスロッシングによる被害

と考えられるため、ここでは除外し、長周期地震動による被害として評価した。 

 

表―１２ 地震時における災害発生確率（千葉県北西部直下地震）（続き） 

（表略） 

注１）～注２） （略） 

注３）危険物タンクの災害発生確率には容量５００ｋｌ未満の特定外タンクは含ま

れないが、これを加えた場合、地震時の災害発生確率はわずかに増加する（例えば、

中部地区において何らかの災害が発生する確率は０．５→０．９程度になると推定

される）。 

 

第４節 地震時の想定災害（長周期地震動による被害） 

１ 前提となる長周期地震動 

危険物タンクでは、長周期地震動によりスロッシング被害が生じる可能性が

あるが、スロッシング被害を引き起こすような長周期地震動は、南海トラフや

相模トラフで発生する M8以上の海溝型巨大地震により生じやすい。 

南海トラフで発生する地震については、平成 27年 12 月に内閣府から長周期

地震動の予測結果が公表されたところである。内閣府では、過去に発生した 5

つの巨大地震及びそれらを包含する最大クラスの地震を想定しているが、本調

査ではこれらのうち、最大クラスの地震を想定して危険物タンクのスロッシン

グ最大波高の推定を行った。図－４に、最大クラスの地震の速度応答スペクト

ル（長周期地震動の周期特性を表す）を示す。 

なお、相模トラフで発生する地震については、平成 28年 1月から内閣府にお

いて検討が行われているところであるが、現時点では長周期地震動の予測結果

は公表されていない。 

図―４ 最大クラスの地震の速度応答スペクトル 

（図略） 

注）上図は、危険物タンクを有する事業所ごとに代表するメッシュ（所在施設が

多いメッシュ）を抽出して、速度応答スペクトルを示したものである。 



- 24 - 
 

現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

２ 起こり得る災害事象 

短周期地震動（強震動）による施設被害を対象とした場合、初期事象の発生原因

は平常時とは異なるが、事象の種類や初期事象発生後の拡大プロセス(事象分岐)は

平常時と同様と考えられることから、 平常時の災害拡大シナリオ(イベントツリ

ー)をそのまま適用する。従って、起こり得る災害事象は表－２～７に示した通り

である。ただし、地震時の危険物タンク火災は、主としてスロッシングによる被害

と考えられるため、ここでは除外し、長周期地震動による被害として評価した。 

 

表―１２ 地震時における災害発生確率（千葉県北西部直下地震）（続き） 

（表略） 

注１）～注２） （略） 

注３）危険物タンクの災害発生確率には容量５００ｋｌ未満の特定外タンクは含ま

れないが、これを加えた場合、地震時の災害発生確率はわずかに増加する（例えば、

中部地区において何らかの災害が発生する確率は ０．５→０．９程度になると推

定される）。 

 
第４節 地震時の想定災害（長周期地震動による被害） 

１ 前提となる長周期地震動 

危険物タンクでは、長周期地震動によりスロッシング被害が生じる可能性が

あるが、スロッシング被害を引き起こすような長周期地震動は、南海トラフや

相模トラフで発生する M8以上の海溝型巨大地震により生じやすい。 

南海トラフで発生する地震については、平成 27年 12 月に内閣府より長周期

地震動の予測結果が公表されたところである。内閣府では、過去に発生した 5

つの巨大地震及びそれらを包含する最大クラスの地震を想定しているが、本調

査ではこれらのうち、最大クラスの地震を想定して危険物タンクのスロッシン

グ最大波高の推定を行った。図－４に、最大クラスの地震の速度応答スペクト

ル（長周期地震動の周期特性を表す）を示す。 

なお、相模トラフで発生する地震については、平成 28年 1月より内閣府にお

いて検討が行われているところであるが、現時点では長周期地震動の予測結果

は公表されていない。 

図―４ 最大クラスの地震の速度応答スペクトル 

（図略） 

注）上図は、危険物タンクを有する事業所毎に代表するメッシュ（所在施設が多

いメッシュ）を抽出して、速度応答スペクトルを示したものである。 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

○空白の削

除 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 
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第２編 災害想定 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

４０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４５ 

４ 想定災害の抽出 

地震調査研究推進本部の長期評価によると、南海トラフにおけるＭ８～９クラス

の地震について、今後３０年以内の発生確率が７０～８０％１、相模トラフにおけ

るＭ８クラスの地震について、今後３０年以内の発生確率がほぼ０～６％１とされ

ており、地震の発生危険性は南海トラフが高いと言える。 

（略） 

1 地震調査研究推進本部 地震調査委員会：長期評価による地震発生確率値の更

新について,2019 

2 地震調査研究推進本部 地震調査委員会：南海トラフの地震活動の長期評価（第

二版）,2013 

 

表―１９ 評価対象とした災害事象と影響 

＊１） （略） 

＊２）ファイヤーボールの継続時間はタンクごとに異なることから、影響評価の基

準値は、各タンクの燃焼継続時間（最大値）に応じて設定した。 

＊３）～＊４） （略） 

 

欄外 

３ 海上災害防止センターHP から 

 

施設種別 災害事象 影響評価 最大影響距離（基準値*1）） 

危険物タンク 

大規模流出火災 ○ 約 400ｍ（放射熱：2.3kW/m2） 

危険物の海上流出 － － 

ボイルオーバー － － 

ガスタンク 

BLEVE（タンク破裂による爆

発） 
○ 約 1km（爆風圧：2.1kPa） 

BLEVE（ファイヤーボール） ○ 約 4.5km（放射熱：タンクごとに設定*2）） 

ガスホルダーの爆発火災 ○ 約 650ｍ（爆風圧：2.1kPa） 

LNG タンク火災 ○ 約 260ｍ（放射熱：2.3kW/m2） 

プラント プラントにおける爆発火災 ○*3） 約 1600ｍ（爆風圧：2.1kPa） 

全施設 
毒性ガス拡散 ○ 

危険物タンク：約 1300ｍ（拡散ガス濃度：

IDLH*4）） 

毒性液体タンク：約 900ｍ（同上） 

ガスタンク：約 2000ｍ（同上） 

プラント：約 3500ｍ（同上） 

複合災害 － － 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

４ 想定災害の抽出 

地震調査研究推進本部の長期評価によると、南海トラフにおけるＭ８～９クラス

の地震について、今後３０年以内の発生確率が７０％程度１、相模トラフにおける

Ｍ８クラスの地震について、今後３０年以内の発生確率がほぼ０～５％²とされて

おり、地震の発生危険性は南海トラフが高いと言える。 

したがって、長周期地震動によるスロッシング被害については、以下に示す優先

度で対策を検討することが適当と考えられる。 

（略） 

1 地震調査研究推進本部 地震調査委員会：南海トラフの地震活動の長期評価（第

二版）,2013 

2 地震調査研究推進本部 地震調査委員会：相模トラフ沿いの地震活動の長期評

価（第二版）,2014 

 

表―１９ 評価対象とした災害事象と影響 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１） （略） 

＊２）ファイヤーボールの継続時間はタンク毎に異なることから、影響評価の基準

値は、各タンクの燃焼継続時間（最大値）に応じて設定した。 

＊３）～＊４） （略） 
 
欄外 

３ 海上災害防止センターHP より 

施設種別 災害事象 影響評価 最大影響距離（基準値*1）） 

危険物タンク 

大規模流出火災 ○ 約 400ｍ（放射熱：2.3kW/m2） 

危険物の海上流出 － － 

ボイルオーバー － － 

ガスタンク 

BLEVE（タンク破裂による爆

発） 
○ 約 1km（爆風圧：2.1kPa） 

BLEVE（ファイヤーボール） ○ 約 4.5km（放射熱：タンク毎に設定*2）） 

ガスホルダーの爆発火災 ○ 約 650ｍ（爆風圧：2.1kPa） 

LNG タンク火災 ○ 約 260ｍ（放射熱：2.3kW/m2） 

プラント プラントにおける爆発火災 ○*3） 約 1600ｍ（爆風圧：2.1kPa） 

全施設 
毒性ガス拡散 ○ 

危険物タンク：約 1300ｍ（拡散ガス濃

度：IDLH*4）） 

毒性液体タンク：約 900ｍ（同上） 

ガスタンク：約 2000ｍ（同上） 

プラント：約 3500ｍ（同上） 

複合災害 － － 

○評価の更

新 

 

 

 

 

 

 

○引用先の

正確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

○適切な表

記へ修正 
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第３編 計画 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

４９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５７ 

第１章 予防対策 

第１部 事故対策 

第１節 危険物施設等の災害予防対策 

１ 危険物施設 

表 危険物施設の屋貯蔵外タンク及び装置に係る基礎、構造等の予防対策等 

屋外貯蔵タンク（表略） 

装 
 

置 

１ 地 盤 

（基盤） 

① ボーリング調査及び土質試験に基づ

き設計の基本となる地盤の支持力に

関して十分検討する。 

② 機器の基礎設計を考慮すると、一般

に 外力として機器の重量、風荷重、

地震荷重及び温度応力、振動などが

あるがこれらの外力について機器の据

付からプラントの運転までの各段階に

おける外力の組み合せを考え、いかな

る場合でも安全であるよう基礎を作ら

ねばならない。 

① プラントの基礎は、塔槽類・回転機

類・架台及び構造物（仮設を含む）等

に分け、それぞれ建築基準法、日本

建築学会基準、日本工業規格等に基

づき施工し、固定荷重・積載荷重・機

器荷重・配管荷重等を考慮している。 

２  機 器

設 2 備 の

構造 

① プロセスの安全設計として関係法令

を満足することを前提とするが、定常

運転時において、各ストリームが爆発

限界外の組成であり、暴走反応が起こ

る要因を十分に制御し、また暴走反応

が起こってもそれを停止させる操作が

出来ることなど、特に暴走反応に耐え

うる安全弁等を装備することである。 

② 材料、肉厚等は使用条件に応じ十分

な強度を保有し工程タンク及び架台等

の 設計水平震度を0.3以上とする。 

① 関係法令の基準は満足しているが、

それ以上の予防対策として指針のよう

な装備をするとともに、火災等の加熱

に対しては、安全弁等の脱圧設備の

他架台等には耐火被覆を行ってい

る。 

 

２ 高圧ガス施設 

災害防止対策については日常から検討し、たとえ事故が発生しても被害を最小に

くい止めることが重要である。このために高圧ガス保安法、消防法等に定められた

種々の対策を実施するとともに災害防止設備や拡大防止、除害設備等の維持管理を

十分に行い、事故発生時においてもあわてず処置出来るように心がけておく必要が

ある。特に、液化石油ガス火災の特徴は、拡大が早く被害が大きく広範囲になるこ

とであり、適切な防災設備と迅速な消火活動が要求される災害であることを認識す

べきである。 

 

（イ）応急措置 

（５）取出弁、グランド部 

  ・グランド用ナットを僅かずつ締める 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第１章 予防対策 

第１部 事故対策 

第１節 危険物施設等の災害予防対策 

１ 危険物施設 

表 危険物施設の屋貯蔵外タンク及び装置に係る基礎、構造等の予防対策等 

屋外貯蔵タンク（表略） 

装 
 

置 

１ 地 盤 

（基盤） 

① ボーリング調査及び土質試験に基づ

き設計の基本となる地盤の支持力に

関して十分検討する。 

② 機器の基礎設計を考慮すると、一般

に 外力として機器の重量、風荷重、

地震荷重及び温度応力、振動などが

あるがこれらの外力について機器の据

付からプラントの運転までの各段階に

おける外力の組み合せを考え、いかな

る場合でも 安全であるよう基礎を作ら

ねばならない。 

① プラントの基礎は、塔槽類・回転機

類・架台及び構造物（仮設を含む）等

に分け、それぞれ建築基準法、日本

建築学会基準、日本工業規格等に基

づき施工し、固定荷重・積載荷重・機

器荷重・配管荷重等を考慮している。 

２  機 器

設 2 備 の

構造 

① プロセスの安全設計として関係法令

を満足することを前提とするが、定常

運転時において、各ストリームが爆発

限界外の組成であり、暴走反応が起こ

る要因を十分に制御し、また暴走反応

が起こってもそれを停止させる操作が

出来ることなど、特に暴走反応に耐え

うる安全弁等を装備することである。 

② 材料、肉厚等は使用条件に応じ十分

な強度を保有し工程タンク及び架台等

の 設計水平震度を0.3以上とする。 

① 関係法令の基準は満足しているが、

それ以上の予防対策として指針のよう

な装備をするとともに、火災等の加熱

に対しては、安全弁等の脱圧設備の

他架台等には耐火被覆を行ってい

る。 

 

２ 高圧ガス施設 

災害防止対策については日常より検討し、たとえ事故が発生しても被害を最小に

くい止めることが重要である。このために高圧ガス保安法、消防法等に定められた

種々の対策を実施するとともに災害防止設備や拡大防止、除害設備等の維持管理を

充分に行い、事故発生時においてもあわてず処置出来るように心がけておく必要が

ある。特に、液化石油ガス火災の特徴は、拡大が早く被害が大きく広範囲になるこ

とであり、適切な防災設備と迅速な消火活動が要求される災害であることを認識す

べきである。 

 

（イ）応急措置 

（５）取出弁、グランド部 

  ・グランド用ナットを僅かづつ締める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○空白の削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

６０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６１ 

 

イ アンモニア 

（ア）～（イ） （略） 

（ウ）漏洩時の処置 

  ａ～ｅ （略） 

  ｆ 容器や配管漏れについては日常から応急措置のマニュアル等を整備して 

おくことが大切である。 

  （ａ）小型容器からの漏れ 

・容器のバルブが振動、衝撃によって開き漏れることがある。この場合は風

上から漏れ箇所に近づきぼろ布などで漏れ箇所を覆い、連続的に注水しなが

ら、バルブを閉じる。 

 

（３）保護具の維持と管理 

   火災や爆発の場合は特に保護具を必要とする事は少ないが、毒性ガス等が漏

洩した場合は、保護具なしで災害の拡大防止作業を行うことは不可能である。 

特に毒性ガス等の漏洩の場合は何よりも迅速な処置が重要であり、このため

には日常から保護具の維持管理を十分行うと同時に作業員には緊急の場合に

備えて使用訓練を行わせ、使用方法を習熟させておくことが大切である。 

高圧ガス保安法等により防除作業に必要な保護具の義務付けがなされてい

る。 

 ア 保護具の種類と数 

 （ア）種類 

   ａ 空気呼吸器、送気式マスク又は酸素呼吸器（いずれも全面型とする） 

ｂ 隔離式防毒マスク（全面高濃度型） 

ｃ 保護手袋及び保護長靴（ゴム製又は合成樹脂製） 

ｄ 保護衣（ゴム製又は合成樹脂製） 

 （イ）略 

 イ（ア）～（イ）略 

  （ウ）装着訓練 

   緊急の場合早期処置を行い被害を小さく抑えることが非常に重要である。

（略） 

   （この場合、呼吸用保護具に関する教育及び訓練は日本産業規格T8150（2006）

呼吸用保護具の選択、使用及び保守管理方法を参照のこと。） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

イ アンモニア 

（ア）～（イ） （略） 

（ウ）漏洩時の処置 

  ａ～ｅ （略） 

  ｆ 容器や配管漏れについては日常より応急措置のマニュアル等を整備して 

おくことが大切である。 

  （ａ）小型容器からの漏れ 

・容器のバルブが振動、衝撃によって開き漏れることがある。この場合は

風上より漏れ箇所に近づきぼろ布などで漏れ箇所を覆い、連続的に注水し

ながら、バルブを閉じる。 

 

（３）保護具の維持と管理 

   火災や爆発の場合は特に保護具を必要とする事は少ないが、毒性ガス等が漏

洩した場合は、保護具なしで災害の拡大防止作業を行うことは不可能である。 

特に毒性ガス等の漏洩の場合は何よりも迅速な処置が重要であり、このため

には日常より保護具の維持管理を十分行うと同時に作業員には緊急の場合に

備えて使用訓練を行わせ、使用方法を習熟させておくことが大切である。 

高圧ガス保安法等により防除作業に必要な保護具の義務付けがなされてい

る。 

 ア 保護具の種類と数 

 （ア）種類 

   ａ 空気呼吸器、送気式マスク又は酸素呼吸器（いずれも全面型とする） 

ｂ 融離式防毒マスク（全面高濃度型） 

ｃ 保護手袋及び保護長靴（ゴム製又は合成樹脂製） 

ｄ 保護衣（ゴム製又は合成樹脂製） 

 （イ）略 

 イ（ア）～（イ）略 

  （ウ）装着訓練 

   緊急の場合早期処置を行い被害を小さく抑えることが非常に重要である。

（略） 

   （この場合、呼吸用保護具に関する教育及び訓練は日本工業規格 T8150（1992）

呼吸用保護具の選択、使用及び保守管理方法を参照のこと。） 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

○誤字の修

正 

 

 

 

 

 

 

○時点修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

６３ 

～ 

６４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 検査等 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ）精密検査 

   下記のタンクについては、内部開放検査等の精密検査を行うこと。 

  ａ～ｂ （略） 

  ｃ 内容量が毒物にあっては１，０００ｋｌ以上、劇物にあっては１０，００

０ｋｌ以上の液体を貯蔵する屋外タンクで、前回精密検査の日から１０年を

経過したタンク。 

（オ） （略） 

（カ）ライニングを施したタンク等のうち、ライニングが損傷するとタンク本体を

著しく腐食する毒物又は劇物を貯蔵するものにあっては、少なくとも２年に１

回ライニングの検査を行うこと。 

検査箇所はタンク本体、ライニング全部、通気管、主配管及びその他付属配

管（タンク出口からバルブまで）とする。 

（キ）～（ク） （略） 

（ケ）修理の際は、あらかじめ、作業計画及び当該作業の責任者を定め、当該作業

計画に従い、かつ当該作業責任者の監督の下に行うこと。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

ク 検査等 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ）精密検査 

   下記のタンクについては、内部開放検査等の精密検査を行うこと。 

  ａ～ｂ （略） 

  ｃ 内容量が毒物にあっては１，０００ｋｌ以上、劇物にあっては１０，０００

ｋｌ以上の液体を貯蔵する屋外 タンクで、前回精密検査の日から１０年を経

過したタンク。 

（オ） （略） 

（カ）ライニングを施したタンク等のうち、ライニングが損傷するとタンク本体を著

しく腐食する毒物又は劇物を貯蔵するものにあっては、少なくとも２年に１回ラ

イニングの検査を行うこと。 

検査箇所はタンク本体、ライニング全部、通気管、主配管及びその他付属配管

（タンク出口よりバルブまで）とする。 

（キ）～（ク） （略） 

（ケ）修理の際は、予め、作業計画及び当該作業の責任者を定め、当該作業計画に従

い、かつ当該作業責任者の監督の下に行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 空 白 の

削除 

 

 

 

 

○ 適 切 な

表 記 へ 修

正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

６４ 

～ 

６５ 

４ 危険物積載船舶 

港内における船舶の安全対策を推進確保するため、港則法等海事関係法令に基

づく船舶交通の安全を 図るための諸規制の厳正な励行監視と各関係特定事業

所等の防災体制の確立強化に努める。 

（１）着桟中の船舶安全対策 

ア 危険物船舶の停泊については、港長の指揮監督下におくとともに、停泊す

る港内の岸壁等のバースについて、あらかじめ危険物の種類及び許容量をも

とにバース単位に区分を設定し、着桟、荷役時等の災害予防を図る。 

イ 危険物を専用に荷役するバースについては、バース管理者に対し、次の点

について安全対策の整備強化を指導促進する。 

  （ア） （略） 

  （イ）防火設備、海洋汚染防止設備及びその他の安全防災設備 

  （ウ）～（カ） （略） 

特に、大型タンカー（載貨重量トン数５万トン以上の油タンカー及び総トン数 

２万５千トン以上の液化石油ガス及び液化天然ガスタンカー）が原油または液化 

ガスを荷役する場合の防災対策として更に次の点について強化を図る。 

 a～d （略） 

ウ （略） 

（２）タンカー等の入出港時における安全対策 

ア （略） 

イ 大型タンカーの出入港にあたっては、水先人を乗船させるとともに警戒船

を配備し、航行中の安全を確保させる。 

特に、２万５千トン以上の液化ガスタンカーにあっては、港内航行中及び

停舶中はドライケミカル２トン以上を３０キログラム/秒の放射量で放射で

きる装置を有する消防船を配備させる。 

ウ～カ （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

４ 危険物積載船舶 

港内における船舶の安全対策を推進確保するため、港則法等海事関係法令に基づ

く船舶交通の安全を 図るための諸規制の厳正な励行監視と各関係特定事業所等

の防災体制の確立強化に努める。 

（１）着桟中の船舶安全対策 

ア 危険物船舶の停泊については、港長の指揮監督下におくとともに、停泊する

港内の岸壁等のバースについて、予め危険物の種類及び許容量をもとにバース

単位に区分を設定し、着桟、荷役時等の災害予防を図る。 

イ 危険物を専用に荷役するバースについては、バース管理者に対し、次の点に

ついて安全対策の整備強化を指導促進する。 

  （ア） （略） 

  （イ）防消火設備、海洋汚染防止設備及びその他の安全防災設備 

  （ウ）～（カ） （略） 

特に、大型タンカー（５万重量トン以上の油タンカー及び総トン数２万５千以 

上の液化石油ガス及び液化天然ガスタンカー）が原油または液化ガスを荷役する 

場合の防災対策として更に次の点について強化を図る。 

a～d （略） 

ウ （略） 

（２）タンカー等の入出港時における安全対策 

ア （略） 

イ 大型タンカーの出入港にあたっては、水先人を乗船させるとともに警戒船を

配備し、航行中の安全を確保させる。 

特に、２万５千トン以上の液化ガスタンカーにあっては、港内航行中及び停

舶中は最低２トンのドライケミカルを短時間に放水できる装置を有する消防

船を配備させる。 

ウ～カ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 適 切 な

表 記 へ 修

正 

 

 

 

 

○ 誤 字 の

修正 

○ 単 位 等

の正確化 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

６７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―１ 泡消火薬剤共同備蓄 

区       分 
地域指定指数 

( )内は％ 
協定備蓄量(kl) 

北 部 地 区 

市川地区 

県        43．94 

市 4．28（ 100）      51．44 

特別防災区域協議会       51．44 

小        計 4．28（ 100）     146．82 

船橋地区 

県        7．70 

市  

特別防災区域協議会  

小        計        7．70 

計    4．28（100）      154．52 

中 部 地 区 

千葉地区 

県         3．86 

市     7．23（  3）        3．85 

特別防災区域協議会         3．85 

小        計     7．23（  3）       11．56 

市原地区 

県        97．67 

市   207．55（ 76）       97．65 

特別防災区域協議会        97．65 

小        計   207．55（ 76）      292．97 

袖ケ浦地区 

県        26．99 

市    57．66（ 21）       26．98 

特別防災区域協議会        26．98 

小        計    57．66（ 21）       80．95 

計   272．44（100）      385．48 

南 部 地 区 

木更津地区 

県         0 

市     0  （  0）        0 

特別防災区域協議会         0 

小        計     0  （  0）        0 

君津地区 

県         1．44 

市     2．36（100）        1．42 

特別防災区域協議会         1．42 

小        計     2．36（100）        4．28 

計     2．36（100）        4．28 

総     計 

県       181．60 

市       181．34 

特別防災区域協議会       181．34 

計       544．28 

注１） 県、市、特別防災区域協議会、３機関の負担割合は１／３ずつとし各特別

防災区域の市間の負担割合は地域指定指数割とする。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

表―１ 泡消火薬剤共同備蓄 

区       分 
地域指定指数 

( )内は％ 
備蓄薬剤量(kl) 

北 部 地 区 

市川地区 

県        43．94 

市 4．28（85）       43．94 

特別防災区域協議会        43．94 

小        計 4．28（85）      131．82 

船橋地区 

県         7．7 

市 0．83（15）        7．5 

特別防災区域協議会         7．5 

小        計 0．83（15）       22. 7 

計    5．56（100）      154．52 

中 部 地 区 

千葉地区 

県         3．86 

市     7．23（  3）        3．85 

特別防災区域協議会         3．85 

小        計     7．23（  3）       11．56 

市原地区 

県        97．67 

市   207．55（ 76）       97．65 

特別防災区域協議会        97．65 

小        計   207．55（ 76）      292．97 

袖ケ浦地区 

県        26．99 

市    57．66（ 21）       26．98 

特別防災区域協議会        26．98 

小        計    57．66（ 21）       80．95 

計   272．44（100）      385．48 

南 部 地 区 

木更津地区 

県         0 

市     0  （  0）        0 

特別防災区域協議会         0 

小        計     0  （  0）        0 

君津地区 

県         1．44 

市     2．36（100）        1．42 

特別防災区域協議会         1．42 

小        計     2．36（100）        4．28 

計     2．36（100）        4．28 

総     計 

県       181．6 

市       181．34 

特別防災区域協議会       181．34 

計       544．28 

注１） 県、市、特別防災区域協議会、３機関の負担割合は１／３づつとし各特別防

災区域の市間の負担割合は地域指定指数割とする。 

○ 船 橋市

の 指 定解

除 に 伴う

修正（前回

の 修 正漏

れ） 

 

○ 小 数点

以 下 の桁

数の統一 

 

○ 適 切な

表 記 へ修

正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

６８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６９ 

～ 

７０ 

第３節 適正配置 

１～３ （略） 

４ 施設の適正配置 

（１）製造施設 

 （略） 

ア 事業所の境界から離して設置し、操作単位ごとにプラントを一カ所にかた

める。 

イ～エ （略） 

（２）貯蔵施設 

  ア～イ （略） 

  ウ 品名別・目的別に防油堤等で区分し、流出災害を防ぐとともに危険性の分

散を図る。 

 

第４節 保安管理体制 

特定事業所等における保安管理の役割は、事故や災害等を事前に防ぎ円滑な事業

所活動を推進することにあり、事業所のトップ層から第一線の全従業員まで保安管

理の意義をよく理解して、関係法令に定める保安管理に関する業務や事業所独自の

保安の方針と具体的な実施計画を確実に実行することが最も基本的な条件である。 

また、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継

続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各事業所において災害時に優先さ

れる重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努め

る。 

このため、経営トップによる保安への強いコミットメントと現場の声を踏まえた

適切な経営資源の投入が必要となり、次のような保安管理体制の強化を図ることが

必要である。 

①～⑨ （略） 

⑩ 予想される被害からの復旧計画策定、燃料・電力等重要なライフラインの供

給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等を継続的に実施 

以上のことが基本となるが、関係機関においてもこのような管理体制の強化につ

いて、災害防止のため必要ある場合は改善等を指導し、より一層の強化を図る。 

また、各施設の維持管理状況・保安管理・安全教育訓練等、総合的に査察を行い、

関係法令を遵守させるとともに不備・欠陥があった場合は、すみやかに是正させ指

導を強化する。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第３節 適正配置 

１～３ （略） 

４ 施設の適正配置 

（１）製造施設 

 （略） 

ア 事業所の境界より離して設置し、操作単位ごとにプラントを一カ所にかため

る。 

イ～エ （略） 

（２）貯蔵施設 

  ア～イ （略） 

  ウ 品名別・目的別に防油堤等で区分し、流失災害を防ぐとともに危険性の分散

を図る。 

 

第４節 保安管理体制 

特定事業所等における保安管理の役割は、事故や災害等を事前に防ぎ円滑な事業所

活動を推進することにあり、事業所のトップ層から第一線の全従業員まで保安管理の

意義をよく理解して、関係法令に定める保安管理に関する業務や事業所独自の保安の

方針と具体的な実施計画を確実に実行することが最も基本的な条件である。 

（追加） 

このため、経営トップによる保安への強いコミットメントと現場の声を踏まえた適

切な経営資源の投入が必要となり、次のような保安管理体制の強化を図ることが必要

である。 

①～⑨ （略） 

⑩ （新設） 

以上のことが基本となるが、関係機関においてもこのような管理体制の強化につい

て、災害防止のため必要ある場合は改善等を指導し、より一層の強化を図る。 

また、各施設の維持管理状況・保安管理・安全教育訓練等、総合的に査察を行い、

関係法令を遵守させるとともに不備・欠陥があった場合は、すみやかに是正させ指導

を強化する。 

 

 

 

 

 

○ 適 切な

表 記 へ修

正 

 

 

○ 誤 字の

修正 

 

○ 事 業継

続計画（Ｂ

ＣＰ）につ

いて記載 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

７２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７３ 

 

（２）防災設備の保安点検 

防災設備の中には特定防災施設等、防災資機材等及び消火設備等があるが、

災害発生の場合に全機能を発揮し得られるように日常の保安点検の実施と操

作の習熟が必要となる。 

このためには、前述の保安専任課内で組織を整備し、管理基準や点検要領を

設備、資機材ごとに定め、定期的に操作手順の確認をする。 

これらの設備の保安点検を実施するために、前述の保安専任課内で組織を整

備し、消防用設備等管理基準や消防用設備点検要領を、設備、資機材ごとに定

め一朝有事の際に各設備、資機材が有効にしかも迅速に対処し得るように、日

常の保安点検が肝要となる。 

なお、特定防災施設等については、施設省令第 15条による外観・機能・総合

点検のほかに自主的に点検を強化し、維持管理の強化を図ることとする。 

 

（表－２（例示）） 

定  修  原  課 定 修 施 工 業 者 
（主  眼） （主  眼） 

 ア 定修機器の引渡時の安全確保 
（内容）装置、機器の油抜き、ガス抜き後のパー

ジを十分に実施する。 

 ア 工事内容の検討及び打合せの励行 
（内容）定修工事については着工前に親会社、工事

担当者と十分連絡をとること。 
イ 火気使用工事に対する許可及び監視の徹底 

（内容）火気使用工事については、工事業者に  
所定の手続を取らせ無許可工事は厳禁
とする。 

 

 イ 火気使用許可申請書と許可標の表示及び防火
対策の完全実施 

（内容）火気使用工事については、必ず事前に火気
使用許可申請及び工事用電力使用基準を取
り許可を受ける。 

 ウ 工事開始、終了の連絡確認の実施  ウ 着工事前連絡と終了報告の実施励行 
 エ 工事内容および工程の確認  エ 施工工事の段取り、施工、後始末の励行 
 オ 作業現場の安全確保  オ 諸作業の輻輳時の注意 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

（２）防災設備の保安点検 

防災設備の中には特定防災施設等、防災資機材等及び消火設備等があるが、災

害発生の場合に全機能を発揮し得られるように日常の保安点検の実施と操作の

習熟が必要となる。 

このためには、前述の保安専任課内で組織を整備し、管理基準や点検要領を設

備、資機材毎に定め、定期的に操作手順の確認をする。 

これらの設備の保安点検を実施するために、前述の保安専任課内で組織を整備

し、消防用設備等管理基準や消防用設備点検要領を、設備、資機材毎に定め一朝

有事の際に各設備、資機材が有効にしかも迅速に対処し得るように、日常の保安

点検が肝要となる。 

なお、特定防災施設等については、施設省令第 15 条による外観・機能・総合

点検のほかに自主的に点検を強化し、維持管理の強化を図ることとする。 

 

（表－２（例示）） 

定  修  原  課 定 修 施 工 業 者 
（主  眼） （主  眼） 

 ア 定修機器の引渡時の安全確保 
（内容）装置、機器の油抜き、ガス抜き後のパー

ジを十分に実施する。 

 ア 工事内容の検討及び打合せの励行 
（内容）定修工事については着工前に親会社、工事担

当者と十分連絡をとること。 
イ 火気使用工事に対する許可及び監視の徹底 

（内容）火気使用工事については、工事業者に  
所定の手続きを取らせ無許可工事は厳
禁とする。 

 

 イ 火気使用許可申請書と許可標の表示及び防火
対策の完全実施 

（内容）火気使用工事については、必ず事前に火気
使用許可申請及び工事用電力使用基準を 取
り許可を受ける。 

 ウ 工事開始、終了の連絡確認の実施  ウ 着工事前連絡と終了報告の実施励行 
 エ 工事内容および工程の確認  エ 施工工事の段取り、施工、後始末の励行 
 オ 作業現場の安全確保  オ 諸作業の輻輳時の注意 

 

 

 

 

 

 

○ 適 切な

表 記 へ修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 適 切な

表 記 へ修

正 

○ 空 白の

削除 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 保安管理体制 

５ 防災規定 

 

（防災規定作成項目）例示 

第８章 防災教育 

 １ 防災教育の実施 

 ２ 記録の保存 

第９章 防災訓練 

 １ 防災訓練の実施 

 ２ 記録の保存 

第１０章 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別処置法に係る

対応 

 １ 南海トラフ地震臨時の伝達に関すること 

 ２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意）情報が発せられた

場合の対応 

 ３ 南海トラフ地震臨時情報に係る防災訓練の実施に関すること 

第１１章 大規模地震対策特別措置法に係る対応 

 １ 地震予知情報及び警戒宣言の伝達に関すること 

 ２ 警戒宣言が発せられた場合の避難に関すること 

 ３ 警戒宣言が発せられた場合の対応 

 ４ 大規模地震に係る防災訓練の実施に関すること 

 ５ 大規模な地震による被害の発生の防止又は軽減を図るために必要な教育及 

び広報の実施に関すること 

第１２章 雑  則 

 １ 違反者に対する措置 

 ２ 表 彰 

 ３ 届 出 

４ 事故の記録 

   過去において自衛防災組織が出動した事故災害等のトラブルを次表により 

とりまとめ、類似トラブルを防止するために、その記録を整理保存しなけ 

ればならない。 

 

装置等のトラブル（事故）及び対策     〔事故例〕 

装置等の名称 事故発生日時  年 月 日 時 分 

（略） 
運転再開日時  年 月 日 時 分 

（略） 
 



- 42 - 
 

現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第４節 保安管理体制 

５ 防災規定 

 

（防災規定作成項目）例示 

第８章 防災教育 

 １ 防災教育の実施 

 ２ 記録の保存 

第９章 防災訓練 

 １ 防災訓練の実施 

 ２ 記録の保存 

 

（新設） 

 

第１０章 大規模地震対策特別措置法に係る対応 

 １ 地震予知情報及び警戒宣言の伝達に関すること 

 ２ 警戒宣言が発せられた場合の避難に関すること 

 ３ 警戒宣言が発せられた場合の対応 

 ４ 大規模地震に係る防災訓練の実施に関すること 

 ５ 大規模な地震による被害の発生の防止又は軽減を図るために必要な教育及 

び広報の実施に関すること 

第１１章 雑  則 

 １ 違反者に対する措置 

 ２ 表 彰 

 ３ 届 出 

４ 事故の記録 

   過去において自衛防災組織が出動した事故災害等のトラブルを次表により 

とりまとめ、類似トラブルを防止するために、その記録を整理保存しなけ 

ればならない。 

 

装置等のトラブル（事故）及び対策     〔事故例〕 

装置等の名称 事故発生日時 平成 年 月 日 時 分 

（略） 
運転再開日時 平成 年 月 日 時 分 

（略） 
 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

に 係 る 対

応を新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 章 の 新

設 に 伴 う

章 ず れ の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 改 元 の

ため 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

７８ 

～ 

７９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 防災対策の調査研究・情報収集 

 （略） 

１ 危険物等の流出火災 

 （略） 

２ 可燃性ガスの漏洩、爆発 

（１）各特別防災区域ごとにコンビナート内の災害に止まらず近接した一般住家

なり公共施設へ影響を及ぼすような事故災害の研究（危険範囲） 

（２）～（１５） （略） 

３ 有毒ガスの漏洩、拡散 

 （略） 

４ 流出油による海面火災 

（１）特別防災区域ごとにその内部から油が海面に流出した場合における拡散状

況 

（２）～（９） （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第６節 防災対策の調査研究・情報収集 

 （略） 

１ 危険物等の流出火災 

 （略） 

２ 可燃性ガスの漏洩、爆発 

（１）各特別防災区域毎にコンビナート内の災害に止まらず近接した一般住家なり

公共施設へ影響を及ぼすような事故災害の研究（危険範囲） 

（２）～（１５） （略） 

３ 有毒ガスの漏洩、拡散 

 （略） 

４ 流出油による海面火災 

（１）特別防災区域毎にその内部から油が海面に流出した場合における拡散状況 

（２）～（９） （略） 

 

 

 

 

 

○ 適 切 な

表 記 へ 修

正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 地震対策 

（略） 

また、平成２３年の東日本大震災で液化石油ガスタンクの爆発・火災が発生し、

近隣住民が一次避難するなど、大規模な災害を経験したことから、防災関係機関等

や共同防災組織などは、近隣住民等の避難計画及び県内外の相互応援を事前に確認

しておくほか、想定される津波高や浸水予測を基に、高潮が重なった場合を想定し

て、津波発生時の安全対策を図るものとする。なお、津波対策にあっては「特定事

業所等における地震・津波発生時の初動体制の手引き」を参考に津波に対する対策

強化に努めるものとする。 

 さらに、「南海トラフ地震臨時情報」等が発せられた場合は、南海トラフ地震防災

対策推進地域に準じた地震防災対策を講じることとし、被害の極小化を図るため、

あらかじめ防災対策等に関する基本的事項を定めておくものとする。 

 

第１節 危険物施設等の対策 

（略） 

しかしながら、県内のコンビナートは、その大半が、建設後４０年以上を経過

しており、今後これらの施設については、高経年化に起因する災害の発生を防止

するため、経年劣化を検討し弱部の発見及び補強を図るとともに、新規施設に準

じた耐震性を確保するよう、以下に掲げる耐震性の向上対策を図るものとする。 

 

１ 危険物施設 

既存の危険物施設については、消防庁通達「危険物施設における地震対策の推

進について（昭和５８．９．２９付け消防危第８９号）」及び「危険物施設の消火

設備、屋外タンク貯蔵所の歩廊橋及び屋内貯蔵所の耐震対策に係る運用について

（平成８．１０．１５付け消防危第１２５号）」による対策の推進と平成１５年の

十勝沖地震による浮き屋根式屋外貯蔵タンクの全面火災を受けて改正された、浮

き屋根の構造強化等の維持管理並びに平成２３年の東日本大震災で発生した被害

等を踏まえた予防対策に努めるものとする。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２部 地震対策 

（略） 

また、平成２３年の東日本大震災で液化石油ガスタンクの爆発・火災が発生し、近

隣住民が一次避難するなど、大規模な災害を経験したことから、防災関係機関等や共

同防災組織などは、近隣住民等の避難計画及び県内外の相互応援を事前に確認してお

くほか、想定される津波高や浸水深予測を基に、高潮が重なった場合を想定して、津

波発生時の安全対策を図るものとする。なお、津波対策にあっては「特定事業所等に

おける地震・津波発生時の初動体制の手引き」を参考に津波に対する対策強化に努め

るものとする。 

 さらに、「東海地震に関連する情報（注意情報等）」又は「警戒宣言」が発せられ

た場合は、強化地域に準じた地震防災対策を講ずることとし、被害の極小化を図るた

め、あらかじめ防災対策等に関する基本的事項を定めておくものとする。 

 

第１節 危険物施設等の対策 

（略） 

しかしながら、県内のコンビナートは、その大半が、建設後４０年以上を経過し

ており、今後これらの施設については、老朽化に起因する災害の発生を防止するた

め、経年劣化を検討し弱部の発見及び補強を図るとともに、新規施設に準じた耐震

性を確保するよう、以下に掲げる耐震性の向上対策を図るものとする。 

 

１ 危険物施設 

既存の危険物施設については、消防庁通達「危険物施設における地震対策の推進

について（５８．９．２９付け消防危第８９号）」及び「危険物施設の消火設備、屋

外タンク貯蔵所の歩廊橋及び屋内貯蔵所の耐震対策に係る運用について（平成８．

１０．１５付け消防危第１２５号）」による対策の推進と平成１５年の十勝沖地震に

よる浮き屋根式屋外貯蔵タンクの全面火災を受けて改正された、浮き屋根の構造強

化等の維持管理並びに平成２３年の東日本大震災で発生した被害等を踏まえた予防

対策に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 用 語 の

統一 

 

 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ の 対 応

に つ い て

記載 

 

○ 一 般 的

な 用 語 へ

修正 

 

 

 

○ わ か り

や す い 表

記へ修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８４ 

 

 

 

 

 

 

 

（２）長周期地震動によるスロッシング対策 

  （略） 

 ア （略） 

 イ 既存の浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクの構造強化 

 （危険物の規制に関する規則第２２条の２第１号第４号） 

  平成２３年の政令の一部改正等により、浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクの技術

基準が改正され、構造強化が図られた耐震対策を実施する。特に、一枚板構造

の浮き蓋は、過去の当板補修による浮き蓋の重量増加について再確認を行うと

ともに、改正された技術基準で求められている浮き蓋の浮力や耐震強度の向

上、溶接構造の強化、パン型及びバルクヘッド型の浮き蓋を他の構造の浮き蓋

に改修することについて満足していないものについては、令和６年３月３１日

（危険物の貯蔵及び取扱いを休止している浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所にあ

っては、危険物の貯蔵及び取扱いを再開する日の前日）までに改修する。 

  （略） 

 

第２節 警防面における事前対策 

４ 津波対策 

津波の発生を伴う地震で、近い将来その発生が懸念される地震として、「房総半

島東方沖日本海溝沿い地震」及び「南海トラフ巨大地震」が想定される。その想

定津波による石油コンビナート区域の浸水予測は、前者の津波で対象施設は浸水

せず、後者では、京葉臨海北部地区で１ｍ未満の浸水想定がされている。 

（略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

（２）長周期地震動によるスロッシング対策 

  （略） 

 ア （略） 

 イ 既存の浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクの構造強化 

 （危険物の規制に関する規則第２２条の２第１号第４号） 

  平成２３年の政令の一部改正等により、浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクの技術基

準が改正され、構造強化が図られた耐震対策を実施する。特に、一枚板構造の浮

き蓋は、過去の当板補修による浮き蓋の重量増加について再確認を行うととも

に、改正された技術基準で求められている浮き蓋の浮力や耐震強度の向上、溶接

構造の強化、パン型及びバルクヘッド型の浮き蓋を他の構造の浮き蓋に改修する

ことについて満足していないものについては、平成３６年３月３１日（危険物の

貯蔵及び取扱いを休止している浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所にあっては、危険

物の貯蔵及び取扱いを再開する日の前日）までに改修する。 

  （略） 

 

第２節 警防面における事前対策 

４ 津波対策 

津波の発生を伴う地震で、近い将来その発生が懸念される地震として、「房総半島

東方沖日本海溝沿い地震」及び「南海トラフ巨大地震」が想定される。その想定津

波による石油コンビナート区域の浸水深予測は、前者の津波で対象施設は浸水せ

ず、後者では、京葉臨海北部地区で１ｍ未満の浸水想定がされている。 

このことから、 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 改 元 の

ため 

 

 

 

 

 

 

 

○ 用 語 の

統一 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８６ 第３節 南海トラフ地震臨時情報に伴う措置 

南海トラフ地震の発生可能性が通常と比べて相対的に高まったと評価された場合

に、特定事業所等及び防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報の伝達体制、活動

態勢及び危険物施設の緊急にとるべき措置等の防災対策を迅速かつ的確に機能する

よう準備しておくものとする。 

なお、特定事業所等は、地震発生時期等の確度の高い予測は困難であり、完全に

安全な防災対策を実施することは現実的に困難であることに留意し、日頃からの地

震への備えを再確認する等警戒レベルを上げることを基本に、個々の状況に応じた

適切な防災対応を実施するため、防災規程（対策計画）を策定するものとする。 

 

１ 情報の収集及び伝達 

南海トラフ地震臨時情報が県に伝達された場合、情報の内容を正確かつ迅速に伝

達できるよう経路及び方法を定めて、情報の収集・伝達体制を確立するものとする。 

（１）南海トラフ地震臨時情報の伝達経路及び方法 

ア 県から特定事業所及び関係消防機関への伝達経路及び方法は図－１のとおりと

する。 

イ その他事業所への伝達は、特定事業所、特別防災区域協議会の広報等により実

施する。 

ウ 特定事業所は、南海トラフ地震臨時情報の収集伝達経路の一層の確保を図る 

ため、防災相互無線が常時、正常に機能するよう装置の管理に努めるものとする。 

エ 南海トラフ地震臨時情報の発表までの流れは図－２のとおりである。 

（２）情報の収集及び部内伝達 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意）の通報を受けた特定事

業所等及び関係消防機関は速やかに、防災対応に従事する職員等に対し、正確かつ

迅速に伝達するものとする。 

なお、情報の伝達にあたっては、次の事項に留意すること。 

ア 情報が誤って伝達されることがないよう、あらかじめ伝達語句を定めること。 

イ 伝達経路及び伝達方法等の周知徹底を図るため伝達体制を確立しておくと。 

ウ 伝達を受けた場合には、公共放送等を通じ、極力正確な情報を得るよう努める

こと。  

（３）防災対応の実施状況等の報告 

特定事業所は、防災対応の実施状況を図－１（南海トラフ地震臨時情報の伝達経

路及び方法）により、管轄の消防機関を通じて防災本部へ報告するものとする。 

 

図－１ 南海トラフ地震臨時情報の伝達経路及び方法 

図－１（略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第３節 東海地震注意（予知）情報等に伴う措置 

（略） 

 

⇒第７節で記載する。 

 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ の 対 応

に つ い て

記載 

 

○「東海地

震注意（予

知）情報等

に 伴 う 措

置」は第７

節へ移動 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８７ 図―２ 異常観測から南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意等）

が発表されるまでの流れ 

 

※１ 南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてM8.0以上の地震が発生し

た場合（半割れケース） 

※２ 南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてM7.0以上、M8.0未満の地

震が発生した場合、または南海トラフの想定震源域内のプレート境界以外や想定震

源域の海溝軸外側50㎞程度までの範囲でM7.0 以上の地震が発生した場合（一部割れ

ケース） 

※３ ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着

状態が明らかに変化しているような通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場

合（ゆっくりすべりケース） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

（新設） 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ の 対 応

に つ い て

記載 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８８ 

２ 活動態勢 

特定事業所等及び防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨

大地震注意）が発表された場合、直ちに必要な防災対応が実施できるよう活動態勢

を整備し、必要な要員の確保及び配備体制に万全を期すよう努めることとする。 

（１）要員の確保 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意）への防災対応の実施に

当たり、必要な要員を確保する必要がある。このため、特定事業所等及び防災関係

機関は、要員の確保、動員計画及び参集場所等配備体制を定めておくものとする。

なお防災要員の確保については、次の点に留意すること。 

ア 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が伝達された場合、直ちに要員の確保に

努めること。 

イ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意）は１週間から２週

間程度継続することから、交代防災要員についても配慮した配備体制をとること。 

（２）活動態勢の整備 

活動態勢の整備に当たっては、地震発生時の対応も含め、責任体制及び指揮命令

系統を明確にし応急対策の迅速かつ円滑な実施に努めるものとする。 

ア 防災本部の措置 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合は速やかに非常第二

配備体制を敷き、情報の収集及び伝達、特定事業所が実施する応急的保安措置の把

握を行う。 

なお、非常第二配備体制は、千葉県地域防災計画に基づき設置される災害対策本

部と一体となり、情報の的確かつ迅速な収集・伝達に努めるものとする。 

イ 特定事業所等の措置 

特定事業所等は、速やかに防災要員等を確保し、防災規程等に定めるところによ

り、防災対応を実施することとする。 

ウ 防災関係機関の措置 

防災関係機関が定める防災業務計画、地域防災計画等に準拠し、防災体制を確立

し、他の機関等との連携を図りながら、防災対応を実施することとする。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

（新設） 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ の 対 応

に つ い て

記載 



- 55 - 
 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８８ ３ 危険物施設等のとるべき措置 

特定事業所等は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意）を覚

知した時点から、防災規程（対策計画）に基づき、下記事項を参考に必要な応急的

保安措置等を実施し、危険物災害の発生の防止と被害の軽減を図ること。 

 

（１）危険性の高い危険物等及び緊急移送の必要性のない危険物の入出荷作業の抑

制 

（２）危険物施設等の操業自粛 

（３）緊急点検の実施 

ア 流出油等防止堤、防油堤、防液堤及び構内排水口等のダンパー閉止の確認 

イ 非常用電源、通報設備、非常用照明設備等の確認点検 

ウ 消防用設備の駆動点検、非常配備等 

エ その他施設・設備の防災上必要な点検 

（４）仕掛り作業の安全処置後の中断 

（５）緊急必要性のない火源の使用禁止 

（６）タンク液面レベルの低下等の措置 

（７）危険物等の転倒、落下等の防止措置 

（８）避難通路、防災道路の機能確保 

（９）入門規制と人員把握及び避難誘導、交通規制 

（１０）その他、被害発生防止又は軽減を図るための措置 

 

 なお、応急的保安措置等の実施に当たっては、関係法令等に基づき社会的に妥当

性があるものであるとともに技術的に妥当といえるものとすること。 

また、実際に動員できる要員体制を踏まえるとともに、作業員の安全確保を考慮

した十分な実行可能性を有するものとすること。 

 

４ その他 

 南海トラフ地震臨時情報の発表前に特別防災区域において、大規模地震が発生し

ている場合には、第２章第１０節（地震発生時等における応急対策）により、災害

発生防止、拡大防止に努めること。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

（新設） 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ の 対 応

に つ い て

記載 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

８９ 第４節 地震防災対策 

特定事業所等及び防災関係機関は、大規模な地震を想定した防災訓練及び震災図

上訓練を実施し、南海トラフ地震臨時情報の発表時及び（略） 

 

１ 地震防災訓練（実地） 

（１）予知対応型訓練 

南海トラフ地震臨時情報が発表された際の適切な防災対応ができるよう、各特定

事業所の施設形態にあった効果的な防災訓練を実施するものとする。 

（２）～（３） （略） 

 

２ 震災図上訓練 

地震防災訓練を実施するとともに、震災図上訓練を積極的に実施し第３編第２章

第１０節（地震発生時等における応急対策）の緊急措置基準の見直し、及び第３編

第１章第２部第３節（南海トラフ地震臨時情報に伴う措置）への対応強化を図るこ

ととする。 

（１）～（２） （略） 

（３）図上訓練の項目及び順序 

訓練の項目及び順序は、おおむね次のとおりとする。 

ア 南海トラフ地震臨時情報の収集、伝達ルート及びその方法について 

 イ～シ （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第４節 地震防災対策 

特定事業所等及び防災関係機関は、大規模な地震を想定した防災訓練及び震災図上

訓練を実施し、東海地震注意（予知）情報等及び（略） 

 

１ 地震防災訓練（実地） 

（１）予知対応型訓練 

東海地震注意（予知）情報等への「地震防災応急対策」の実行面での強化を図るた

め、各特定事業所の施設形態にあった効果的な防災訓練を実施するものとする。 

（２）～（３） （略） 

 

２ 震災図上訓練 

地震防災訓練を実施するとともに、震災図上訓練を積極的に実施し第３編第２章第

１０節（地震発生時等における応急対策）の緊急措置基準の見直し、及び第３編第１

章第２部第３節（東海地震注意（予知）情報等に伴う措置）の地震防災応急対策の充

実、強化を図ることとする。 

（１）～（２） （略） 

（３）図上訓練の項目及び順序 

訓練の項目及び順序は、おおむね次のとおりとする。 

ア 東海地震注意（予知）情報等の収集、伝達ルート及びその方法について 

 イ～シ （略） 

 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

９０ 第５節 防災教育及び広報 

１ 地震防災教育 

特定事業所等及び防災関係機関は地震発生時の緊急措置及び南海トラフ地震臨時

情報への応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、地震及び南海トラフ地震臨時情

報の正しい知識、地震時、南海トラフ地震臨時情報に対しとるべき応急措置、安全

対策等に関する地震防災教育を実施することとする。 

（１）特定事業所等 

特定事業所等は、第３編第１章第１部第４節（保安管理体制）に掲げる安全教育

を実施するとともに主に次の事項について実施する。 

ア 地震発生時に関する教育 

（ア）～（ク） （略） 

イ 南海トラフ地震臨時情報に関する教育 

（ア）南海トラフ地震臨時情報の性格及びこれに基づき実施される措置の内容 

（イ）予想される地震に関する知識 

（ウ）南海トラフ地震臨時情報が発せられた場合に具体的にとるべき防災上の 

行動指針 

 （エ）～（カ） (略) 

（２）防災関係機関 

防災関係機関はそれぞれ所掌する事務又は業務を的確に実施するため、その 

職員等に対し、南海トラフ地震臨時情報及び地震発生時にその果たすべき役割等 

に相応した地震防災上の教育を実施する。 

ア 南海トラフ地震臨時情報の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ 予想される地震に関する知識 

ウ 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合にとる 

べき行動に関する知識 

 エ～カ （略） 

 

２ 広報 

特別防災区域に災害が発生した場合、防災関係機関のとるべき広報体制について 

は第３編第２章第３節（災害広報）によるが、災害発生時及び南海トラフ地震臨時 

情報が発表された場合に付近住民の混乱と不安を防止するため、事前に南海トラフ

地震臨時情報及び地震防災対策等について正しい知識の普及を図るものとする。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第５節 防災教育及び広報 

１ 地震防災教育 

特定事業所及び防災関係機関は地震発生時の緊急措置及び東海地震注意（予知）情

報等への応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、地震及び東海地震注意（予知）情

報等の正しい知識、地震時、東海地震注意（予知）情報等に対しとるべき応急措置、

安全対策等に関する地震防災教育を実施することとする。 

（１）特定事業所等 

特定事業所等は、第３編第１章第１部第４節（保安管理体制）に掲げる安全教育を

実施するとともに主に次の事項について実施する。 

ア 地震発生時に関する教育 

（ア）～（ク） （略） 

イ 東海地震注意（予知）情報等に関する教育 

（ア）東海地震注意（予知）情報等の性格及びこれに基づき実施される措置の 

内容 

（イ）予想される地震に関する知識 

（ウ）東海地震注意（予知）情報等が発せられた場合に具体的にとるべき防災 

   上の行動指針 

 （エ）～（カ） (略) 

（２）防災関係機関 

防災関係機関はそれぞれ所掌する事務又は業務を的確に実施するため、その 

職員等に対し、東海地震注意（予知）情報等及び地震発生時にその果たすべき役割 

等に相応した地震防災上の教育を実施する。 

ア 東海地震注意（予知）情報等の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ 予想される地震に関する知識 

ウ 東海地震注意（予知）情報等が出された場合及び地震が発生した場合にとる 

べき行動に関する知識 

 エ～カ （略） 

 

２ 広報 

特別防災区域に災害が発生した場合、防災関係機関のとるべき広報体制について 

は第３編第２章第３節（災害広報）によるが、災害発生時及び東海地震注意（予知）情

報等が発表された場合に付近住民の混乱と不安を防止するため、事前に東海地震 

注意（予知）情報等及び地震防災対策等について正しい知識の普及を図るものとする。

 

 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ修正等 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

９１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９８ 

２ 広報 

（１）特定事業所等のとるべき措置 

特定事業所等は、石油コンビナート等特別防災区域協議会及び関係消防機関と協

議の上、付近住民自治会等に各事業所のとっている地震防災対策及び南海トラフ地

震臨時情報が発表された場合に各事業所が実施する措置の内容等について平素から

理解と協力の得られるよう努めるものとする。 

（２）防災関係機関のとるべき措置 

防災関係機関は住民に対し、地震防災対策等についてあらかじめ正しい知識の普

及に努めるものとする。 

 また、特別防災区域に所在するその他事業所についても、特定事業所に準じた地

震防災対策の策定、実施について教育、指導を図るものとする。 

 

第７節 東海地震注意（予知）情報等に伴う措置 

警戒宣言が発令された場合、地震が発生するまで比較的短時間であると想定され、

この間に実施すべき応急対策は多岐にわたるものと考えられる。したがって特定事

業所等及び防災関係機関は警戒宣言が発令された場合の混乱を防止し、併せて地震

発生時における被害を最小限にとどめるため、地震予知情報等の伝達体制、活動態

勢及び危険物施設の緊急にとるべき措置等の整備を図り、非常時にこれらが迅速か

つ、的確に機能するよう準備しておくものとする。 

 なお、平成２９年１１月１日から気象庁は、南海トラフ全域で地震発生の可能性

を評価した結果をお知らせする「南海トラフ地震に関連する情報」の運用を開始し

ており、これに伴い、東海地震のみに着目した「東海地震に関連する情報」の発表は

行っていない。 

 

（２）重要通信の確保 

機関 東海地震注意情報から 

警戒宣言発令まで 

警戒宣言発令後 

東日本電信電話㈱ （略） ア 応急対策 

(ア)電話の輻輳(ふくそう)対策 

（略） 

(イ)電報 

（略） 

(ウ)窓口業務 

  （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

２ 広報 

（１）特定事業所等のとるべき措置 

特定事業所等は、石油コンビナート等特別防災区域協議会及び関係消防機関と協議

の上、付近住民自治会等に各事業所のとっている地震防災対策及び東海地震注意（予

知）情報等が発表された場合に各事業所が実施する措置の内容等について平素から理

解と協力の得られるよう努めるものとする。 

（２）防災関係機関のとるべき措置 

防災関係機関は住民に対し、地震防災対策等についてあらかじめ正しい知識の普及

に努めるものとする。 

なお、東海地震注意（予知）情報等が発表された場合にとるべき広報は、千葉県地

域防災計画及び各市の地域防災計画の定めるところによるものとする。 

また、特別防災区域に所在するその他事業所についても、特定事業所に準じた地震

防災対策の策定、実施について教育、指導を図るものとする。 

 

第７節 （新設） 

 

 

 

 

 

（２）重要通信の確保 

機関 東海地震注意情報から 

警戒宣言発令まで 

警戒宣言発令後 

東日本電信電話㈱ （略） ア 応急対策 

(ア)電話の輻輳(ふくそう)対策 

（略） 

(イ)手動通話、番号案内 

a 非常、緊急通話の取扱いは確保

する 

b 番号案内業務は、可能な限り取

り扱う。 

(ウ)電報 

  （略） 

(エ)窓口業務 

  （略） 
 

○ 南 海 ト

ラ フ 地 震

臨 時 情 報

へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「東海地

震注意（予

知）情報等

に 伴 う 措

置」を記載 

 

○ サ ー ビ

ス 終 了 の

ため削除 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１０１ 

 

 

道路種別 路線名 指定検問場所
舞浜入口
浦安第１入口
浦安第２入口
千鳥町入口
市川本線料金所
湾岸市川インター
湾岸習志野インター
湾岸習志野本線料金所
湾岸千葉インター
千葉北インター
四街道インター
佐倉インター
富里インター
大栄インター
佐原香取インター

新空港自動車道 成田本線料金所
市川インター
原木インター
船橋インター
船橋料金所
花輪インター
幕張インター
武石インター
穴川西インター
穴川中インター
貝塚インター
松ヶ丘インター
蘇我インター
市原インター
姉崎袖ケ浦インター
木更津北インター
木更津南インター
木更津南インター国道16号入口
君津インター
富津中央インター
富津竹岡インター
富津金谷インター
鋸南保田インター
鋸南富山インター
富浦インター
木更津金田本線料金所
袖ケ浦インター
木更津東インター
市原舞鶴インター
茂原長南インター
茂原北インター
東金インター
山武成東インター
松尾横芝インター

千葉東インター
大宮インター
高田インター
中野インター
山田インター

銚子連絡道路 横芝光インター
流山インター
柏インター
松戸インター
市川北インター
市川中央インター
市川南インター

国道　　１６号 呼塚交差点
国道　　　６号 新葛飾橋
国道　　１４号 市川橋
国道　３５７号 舞浜交差点
国道　　５１号 水郷大橋

首都圏中央連絡自動車道

一般国道

高速道路

自動車専用道路

東京外かく環状道路

広域交通規制対象道路及び広域交通検問所

首都高速湾岸線

東関東自動車道

京葉道路

館山自動車道

富津館山道路

東京湾アクアライン連絡道

千葉東金道路

常磐自動車道
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

○ 東 京 外

か く 環 状

道 路 を 追

加 

○ 地 図 デ

ー タ 削 除

に伴い、番

号 欄 等 を

削除 

 

道路種別 路線名 指定検問場所 番号 備考
舞浜入口 1
浦安第１入口 2
浦安第２入口 3
千鳥町入口 4
市川本線料金所 5
湾岸市川インター 6
湾岸習志野インター 7
湾岸習志野本線料金所 8
湾岸千葉インター 9
千葉北インター 10
四街道インター 11
佐倉インター 12
富里インター 13
大栄インター 14
佐原香取インター 15

新空港自動車道 成田本線料金所 16
市川インター 17
原木インター 18
船橋インター 19
船橋料金所 20
花輪インター 21
幕張インター 22
武石インター 23
穴川西インター 24
穴川中インター 25
貝塚インター 26
松ヶ丘インター 27
蘇我インター 28
市原インター 29
姉崎袖ヶ浦インター 30
木更津北インター 31
木更津南インター 32
木更津南インター国道16号入口 33
君津インター 34
富津中央インター 35
富津竹岡インター 36
富津金谷インター 37
鋸南保田インター 38
鋸南富山インター 39
富浦インター 40
木更津金田本線料金所 41
袖ヶ浦インター 42
木更津東インター 43
市原舞鶴インター 60
茂原長南インター 61
茂原北インター 62
東金インター 49
山武成東インター 50
松尾横芝インター 51
千葉東インター 44
大宮インター 45
高田インター 46
中野インター 47
山田インター 48

銚子連絡道路 横芝光インター 52
流山インター 53
柏インター 54

国道　　１６号 呼塚交差点 55
国道　　　６号 新葛飾橋 56
国道　　１４号 市川橋 57
国道　３５７号 舞浜交差点 58
国道　　５１号 水郷大橋 59

広域交通規制対象道路及び広域交通検問所

高速道路

自動車専用道路

首都高速湾岸線

東関東自動車道

京葉道路

館山自動車道

富津館山道路

東京湾アクアライン連絡道

千葉東金道路

常磐自動車道

首都圏中央連絡自動車道

一般国道



- 65 - 
 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１０２ 

 

（削除） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

 

 

○ 地 図 デ

ー タ の 更

新 が で き

な い た め

削除 

 

そが

野田市

流山市

柏市

我孫子市

松戸市

市川市

鎌ヶ谷市

白井市 印西市

栄町

八千代市

船橋市

習志野市
花見川区

稲毛区

美浜区

千葉市

中央区

若葉区

四街道市

佐倉市

成田市

神崎町

香取市

東庄町

旭市

多古町

芝山町

富里市

酒々井町

八街市

山武市

緑区

東金市

九十九里町

大網白里町

白子町

長生村

一宮町

茂原市

長南町

長柄町

市原市

袖ヶ浦市

木更津市

君津市

富津市

大多喜町

御宿町

勝浦市

鴨川市

鋸南町

館山市

夷隅郡

長生郡

睦沢町

印旛郡

京

湾

浦安市

埼
玉
県

東
京
都

茨城県

木更津ＪＣＴ

千葉東金道路

松ヶ丘ＩＣ

蘇我ＩＣ 高田ＩＣ

中野ＩＣ
山田ＩＣ

大宮ＩＣ

千葉北ＩＣ

穴川ＩＣ

四街道ＩＣ
佐倉ＩＣ

富里ＩＣ

成田ＩＣ

新空港自動車道

佐原香取ＩＣ

柏ＩＣ

流山ＩＣ

大栄ＩＣ

湾岸習志野ＩＣ

湾岸千葉ＩＣ

市川ＩＣ

船橋ＩＣ

花輪ＩＣ

幕張ＩＣ

武石ＩＣ

原木ＩＣ

貝塚ＩＣ

山

館

自

動

車
道

湾
岸
市
川
Ｉ
Ｃ

常
磐

自

道
車

動

東

京

湾
横

断

道

路

鎌取ＩＣ

平山ＩＣ

高田ＩＣ

大木戸ＩＣ

板倉ＩＣ

助沢ＩＣ

成田街道

松戸三郷有料道路

不動堂ＩＣ

白里ＩＣ

白子ＩＣ

誉田ＩＣ

東金街道

長狭街道

房総フラ ワーライン

房
総

フ
ラ

ワ ーラ
イ ン

外
房

黒
潮 ラ

イ
ン

長 街
道

狭

清

澄
養

老

ラ
イ

ン

鴨
川
有

料

道
路

勝浦有
料道路

外

房

黒

潮

ラ
イ

ン

大

多

喜

街

道

大

多

喜

街

道

清

澄
養
老
ラ
イ

ン

房
総

ス
カ イ

ラ

イ
ン

有
料

道
路

外

房

ス
カ

イ

ラ
イ

ン

内

房
な

ぎ
さ

ラ
イ

ン

外 房 横 断
道 路

大

多

喜

街

道

茂
原 街

道

九
十
九

里

有
料
道
路

茂

原

街
道

千

葉

外

房

有

料
道

路

大
網

街
道

佐
倉

街
道

千葉
街

道

倉

街

道

木
下

街 道

水戸街道

松
戸
野
田

有

料
道

路

下総利根大橋

有料道路

利 根 水 郷 ラ イ ン

木
下

街

道

芝
山

は
に

わ

道

佐
原 街 道

東総 有料道 路
利根川水 郷ラ イ ン

九
十

九

里

ビ

ー
チ

ラ

イ

ン

410

410

127

128

410

128

127

410

465

465

128

297

465

409

297

410

127

465

16

409

16

297

128

128

126

126

356

356

356

355

125

51

296

409

409

296

464

408

295

51

408

356

356

464

296

51

126

16

16

14

14

16

296

356

16

6

464

14

銚子海上線

佐

広域交通規制対象路線図

⑨

⑪
⑫

⑬

⑭⑮

⑰

⑳

凡 例

高 速 道 路

自 動 車 専 用 道 路

一 般 国 道

① ～ 広 域 交 通 検 問 所

富津竹岡

富津金谷

鋸南保田

鋸南富山

東

関

東

自
動

車

道

千葉東金道路

１

２

３

４

５ ６

７

９

８

１０
２１

１１
１２

１３

東

１６

１７ 1８

1９

２２ ２３

２６

２７

２８

２９

３１

３２３３

３４

３０

１４

１５

１

横芝光町

匝瑳市

南房総市

いすみ市

３５

３６

３８

東
京

湾

ア

ク
ア

ラ
イ

ン

夷隅郡

安房郡

山武郡

山武郡

香取郡

香取郡

香取郡

２５

２０

２４

３７

３９

４０

４１

４２

４３

４４

４５

４６
４７ ４８ ４９

５０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

５９
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１０３ 第２章 応急対策 

特別防災区域に災害等が発生した場合、特定事業所等及び防災関係機関は、相互

連携を図り一体的な防災体制を確立し、本章に定める応急対策等を実施するものと

する。 

（略） 

また、石油コンビナート防災に携わる関係者にあっては、「石油コンビナート等

の大規模な災害時に係る防災対策の充実強化等について（平成２５年３月２８日

付け消防特第４７号）」及び「石油コンビナート等防災本部における防災体制の充

実強化について（平成３１年３月２０日消防特第４５号）」の内容を踏まえ、応急

対策等を講ずるものとし、「自衛防災組織等の防災活動の手引き」（平成２６年２

月 石油コンビナート等防災体制検討会報告書 別冊）及び「自衛防災組織等の

防災要員のための標準的な教育テキスト」（平成３０年３月自衛防災組織等の教

育・研修のあり方調査検討会）を参考に災害時における、より具体的な防災活動

を検討しておくものとする。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２章 応急対策 

特別防災区域に災害等が発生した場合、特定事業所及び防災関係機関は、相互連携

を図り一体的な防災体制を確立し、本章に定める応急対策等を実施するものとする。 

（略） 

また、石油コンビナート防災に携わる関係者にあっては、「石油コンビナート等の

大規模な災害時に係る防災対策の充実強化等について（平成２５年３月２８日付け

消防特第４７号）」の内容を踏まえ、応急対策を講ずるものとし、「自衛防災組織等

の防災活動の手引き」（平成２６年２月 石油コンビナート等防災体制検討会報告書 

別冊）を参考に災害時における、より具体的な防災活動を検討しておくものとす

る。 

 

 

○ 近 年発

出 さ れた

通 知 等を

反映 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 
１０３ １ 災害時等における配備体制及び配備基準 

（１）非常第一配備体制 

ア 特別防災区域に係る災害等が発生した又は発生するおそれがある場合で、本

部長が必要と認めた場合 

イ 以下の（ア）から（オ）に該当する場合 

 （ア） 特別防災区域が所在する市が気象庁発表震度で震度５弱の場合 

（自動配備） 

（イ） 気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）及び南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震注意）を発表した場合（自動配備） 

（ウ） 気象庁が津波予報区の東京湾内湾に津波注意報又は津波警報を発表し

た場合（自動配備） 

（エ） 特別防災区域が所在する市に気象警報（波浪を除く。）が発表され、

かつ、台風の暴風域に入ることが見込まれる（暴風域に入る確率が７

０％以上）とき。（自動配備） 

（オ） 気象庁が東海地震注意情報を発表した場合（自動配備） 

    

（２）非常第二配備体制 

ア 非常第一配備体制では対処困難と本部長が認めた場合 

イ 石災法第29条第１項の規定による現地本部を設置した場合（自動配備） 

ウ 以下の（ア）から（カ）に該当する場合 

（ア） 特別防災区域が所在する市が気象庁発表震度で震度５強以上の場合（自

動配備） 

（イ） 気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を発表した場合（自

動配備） 

（ウ） 気象庁が津波予報区の東京湾内湾に大津波警報を発表した場合 

（自動配備） 

（エ） 大震法第９条第１項の規定による警戒宣言が発令された場合 

（自動配備） 

（オ） 特別防災区域が所在する市に以下の気象等の特別警報が発表された場

合（自動配備） 

   ①大雨特別警報 ②暴風特別警報 ③暴風雪特別警報 

④大雪特別警報 ⑤高潮特別警報 

（カ） 特別防災区域が所在する市が台風の暴風域に入ることが確実と予測さ

れる場合で、本部長が必要と認めた場合 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

１ 災害時等における配備体制及び配備基準 

（１）非常第一配備体制 

ア 特別防災区域に係る災害等が発生した場合又は発生するおそれがある場合で

本部長が必要と認めた場合 

イ 気象庁が東海地震注意情報を発表した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）非常第二配備体制 

ア 非常第一配備体制では対処困難と本部長が認めた場合 

イ 法第29条第１項の規定による現地本部を設置した場合 

ウ 大震法第９条第１項の規定による警戒宣言が発令された場合 

エ 特別防災区域が所在する市が気象庁発表震度で震度５強以上の場合 

オ 気象庁が津波予報区の東京湾内湾に大津波警報を発表した場合 

 

○配備体制

の修正（風

水害及び南

海トラフ地

震臨時情報

への対応並

びに慣例化

していた配

備基準を明

文化） 

○わかりや

すい表記に

修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１０４ 

～１０５ 

第２章 応急対策 

第１節 防災本部の活動体制 

２ 災害時等における事務局の体制 

（４）事務局各班の分掌事務 

班 構成機関（第二配備） 分掌事務 主要業務内容 備考 

指
揮
班 

消防課（２） 

産業保安課（２） 

１ 調整・指揮等 （略）  

２ 他の機関の出動

要請 

（１）～（２） （略） 

（３）広域応援要請 

②九都県市への応援要請 

（九都県市災害時相互応

援等に関する協定） 

（略） 

本
部
連
絡
班 

総務課 

防災政策課 

危機管理課 

医療整備課 

薬務課 

環境政策課 

大気保全課 

水質保全課 

産業振興課 

水産局水産課 

水産局漁業資源課 

県土整備政策課 

港湾課 

（企）水道部計画課 

（企）工業用水部 

施設設備課 

（企）土地管理部 

土地事業調整課 

（各 2計 32） 

１ 本部員・幹事への

連絡 

本部員、幹事と、その所属

機関との連絡 

 

 

 

２ 本部事務局と各

課との連絡・調整 

本部事務局と各部局,関

係機関等との連絡・調整 

 

備考１（略） 

  ２ 現地派遣班の県職員は、指揮班から現地派遣の指示があるまでの間は情報

班を応援するものとする。 

  ３～４（略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２章 応急対策 

第１節 防災本部の活動体制 

２ 災害時等における事務局の体制 

（４）事務局各班の分掌事務 

班 構成機関（第二配備） 分掌事務 主要業務内容 備考 

指
揮
班 

消防課（２） 

産業保安課（２） 

１ 調整・指揮等 （略）  

２ 他の機関の出動

要請 

（１）～（２） （略） 

（３）広域応援要請 

②九都県市への応援要請 

（九都県市災害時相互応

援に関する協定） 

（略） 

本
部
連
絡
班 

総務課 

防災政策課 

危機管理課 

医療整備課 

薬務課 

環境政策課 

大気保全課 

水質保全課 

産業振興課 

水産局水産課 

水産局漁業資源課 

県土整備政策課 

港湾課 

（水）計画課 

（水）施設設備課 

（企）経営管理課 

（各 2計 32） 

１ 本部員・幹事への

連絡 

本部員、幹事と、その所属

機関との連絡 

 

 

 

２ 本部事務局と各

課との連絡・調整 

本部事務局と各部局,関

係機関等との連絡・調整 

 

備考１（略） 

  ２ 現地派遣班の県職員は、指揮班から現地派遣の指示があるまでの間は情報班

を応援するものと する。 

  ３～４（略） 

 

○ 誤 字に

よる修正 

 

○ 県 の組

織 改 編に

よる修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 空 白の

削除 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１０６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０９ 

（５）事務局各班の分掌事務に係る具体的な活動 

指揮班 

ア 調整・指揮等 

（略） 

イ 他の機関の出動要請 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ）広域応援 

a （略） 

b 九都県市への応援要請（九都県市災害時相互応援等に関する協定） 

 c （略） 

 

（６）災害時における本部事務局所属課（防災危機管理部を除く）の業務（例示） 

 

部課名 業務内容 

（略） 

企業局水道部計画課 １ 企業局水道部の連絡調整に関すること 

２ 企業局水道部の所掌する事業区域内の被害調査及び

応急対策の取りまとめに関すること 

企業局工業用水部 

施設設備課 

１ 企業局工業用水部の連絡調整に関すること 

２ 企業局工業用水部の所掌する事業区域内の被害調査

及び応急対策の取りまとめに関すること 

企業局土地管理部 

土地事業調整課 

１ 企業局土地管理部の連絡調整に関すること 

２ 企業局土地管理部の所掌する事業区域内の被害調査

及び応急対策の取りまとめに関すること 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

（５）事務局各班の分掌事務に係る具体的な活動 

指揮班 

ア 調整・指揮等 

（略） 

イ 他の機関の出動要請 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ）広域応援 

a （略） 

b 九都県市への応援要請（九都県市災害時相互応援等に関する協定） 

 c （略） 

 

（６）災害時における本部事務局所属課（防災危機管理部を除く）の業務（例示） 

 

部課名 業務内容 

（略） 

水道局水道部計画課 １ 局内の連絡調整に関すること 

２ 局内の被害調査及び応急対策の取りまとめに関する

こと 

水道局工業用水部 

施設設備課 

工業用水道事業の被害調査及び応急対策に関すること 

企業土地管理局 

経営管理課 

企業土地管理局の所掌する事業区域内の被害調査及び

応急対策に関すること 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 誤 字 の

修正 

 

○ 県 の 組

織 改 編 に

よる修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１１０ 

～ 

１１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 現地連絡室の設置 

本部長は、特定事業所において事故災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合であって、現地本部を設置しない、又は設置するまでに時間を要する場合に

おいて、早期に防災関係機関が相互に情報を共有し、災害対応を調整するため特

別の必要があると認めるときに、現地連絡室を設置することができる。 

（１）設置基準 

   （略） 

（２）廃止基準 

   （略） 

（３）設置場所 

原則、発災事業所とし、あらかじめ設置場所を定めておくこととする。ただ

し、発災事業所に設置できない場合には、本部長が適当と認める場所に設置す

ることができる。 

（４）設置の連絡 

（略） 

（５）体制 

 発災事業所は、関係者を集めて災害状況及び災害対応に必要な情報を適切に 

提供するため、あらかじめ情報提供責任者（不在の場合の代理）及び提供すべ

き情報内容を定めておくこととする。 

また、関係者は、発災事業所からの情報を共有し、必要に応じて相互に災害 

対応の調整を行う。 

 

５ 防災関係機関相互の連携 

（２）現地本部非設置時 

現地本部を設置しない場合、防災本部は必要に応じて現地に職員を派遣するもの

とし、現地で収集した情報を防災本部へ集約し、防災関係機関へ伝達するものとす

る。 

 

（現地連絡室） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

４ 現地連絡室の設置 

本部長は、特定事業所において事故災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合であって、現地本部を設置しない、又は設置するまでに時間を要する場合におい

て、早期に防災関係機関が相互に情報を共有し、災害対応を調整するため特別の必

要があると認めるときに、現地連絡室を設置することができる。 

（１）設置基準 

   （略） 

（２）廃止基準 

   （略） 

（３）設置場所 

原則、発災事業所とする。ただし、発災事業所に設置できない場合には、本部

長が適当と認める場所に設置することができる。 

（４）設置の連絡 

（略） 

（５）体制 

発災事業所は、関係者を集めて災害状況及び災害対応に必要な情報を提供

し、関係者は、必要に応じて相互に災害対応の調整を行う。 
 

５ 防災関係機関相互の連携 

（２）現地本部非設置時 

現地本部を設置しない場合、防災本部は必要に応じて現地に職員を派遣するものと

し、現地で収集した情報を防災本部へ集約し、防災関係機関へ伝達するものとする。 

 

 

○ 現 地 連

絡 室 の 運

用 方 法 の

具体化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現 地 連

絡 室 を 図

示 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１１３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１７ 

第２節 異常現象等の通報 

特定事業所及び防災関係機関は、特別防災区域に係る異常現象発生時、地震発生

時及び大雨、強風、高潮等の発生時には、次により通報を行うものとする。 

１ 通報基準 

（１）～（２） （略） 

（３）大雨、強風、高潮等の発生時 

ア 特定事業所 

特定事業所は、防災本部が必要と認めた場合には、気象が安定し、安全が

確保された後防災規程等に定めるところにより、所内の点検を実施し、別に

定める「千葉県石油コンビナート関係防災情報受伝達要領」（以下「防災情報

受伝達要領」という。）により、その結果を消防機関に通報するものとする。 

なお、その後に判明した事項及び異常のあった詳細については、判明次第

報告するものとする。 

イ 消防機関 

各特定事業所からの点検結果をとりまとめ、遅滞なく防災本部に連絡する

ものとする。 

  ウ 防災本部 

    防災本部は、各消防機関からの情報を取りまとめ、県災害対策本部（県災

害対策本部が設置されていない場合は、危機管理課）に報告し、「火災・災害

等即報要領」による国への報告について調整するとともに、速やかに関係各

部局に情報提供する。 

 

２ 通報内容 

（１）～（２） （略） 

（３）大雨、強風、高潮等の発生時（異常現象発生の場合は（１）による。） 

   特定事業所は、次のアの項目について報告する。 

消防機関は、管轄の特定事業所の通報内容を取りまとめのうえ、防災情報受

伝達要領に基づく指定様式（別記様式３）により報告する。 

  ア 大雨、強風、高潮等による影響と事業所として実施した措置 

 

２ 通報内容 

別記様式２ 

石油コンビナート等特別防災区域地震影響報告 

記入上の留意事項 

１ 気象庁発表震度が５弱以上の場合に調査を実施する。調査対象は管内の全特

定事業所であること。ただし、震度、加速度の欄は地震計を設置している事業所に

ついてのみ記入すること。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２節 異常現象等の通報 

 特定事業所及び防災関係機関は、特別防災区域に係る異常現象発生時及び地震発

生時には、次により通報を行うものとする。 

 

１ 通報基準 

（１）～（２） （略） 

（３）（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 通報内容 

（１）～（２） （略） 

（３）（新設） 

 

２ 通報内容 

別記様式２ 

石油コンビナート等特別防災区域地震影響報告 

記入上の留意事項 

１ 該当する気象庁発表震度が４以上の場合には、調査対象は管内の全特定事業所

であること。ただし、震度、加速度の欄は地震計を設置している事業所についてのみ

記入すること。 

 

○風水害時

の対応を追

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○前回の修

正漏れ 
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 ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 
１１８ 

 

別記様式３ 

石油コンビナート等特別防災区域大雨、強風、高潮等影響報告 

 

消防機関     防災本部  

                                 

                                第     報 

報 告 日 時  年  月  日  時  分 

消防機関名   

報 告 者 名   

 
 

事 業 所 名        大雨、強風、高潮等の影響と事業所のとった措置 備 考 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 
 

（新設） 
○風水害時

の対応を追

加 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１１９ ３ 通報経路及び手段 

通報の方法は、有線（一般加入電話、専用電話、１１０番、１１９番等）、 防

災行政無線若しくは防災相互無線、衛星電話、又は徒歩連絡等複数の通報手段を

確保し、状況に応じ最も迅速、確実な方法で行うものとする。一般加入電話は、

災害時優先電話への登録に努めること。 

  （略） 

（１）特別防災区域異常現象等連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：消防庁長官から要請があった場合は、第 1報後も引き続き行う。 

※ 海上に係る異常現象の発生又は発生のおそれがある場合 

異常現象通報経路

地震発生時通報経路（異常現象は除く）

注1

※

千葉労働局（健康安全課）

　043 (221) 4312

所轄労働基準監督署

警察
一般加入電話又は110番

関東東北産業保安監督部

保安課

048 (600) 0294

千葉海上保安部（警備救難課）

　043 (242) 7238 ・4999

防災行政無線 警備救難課 500-9621

                               　    500-9623

木更津海上保安署

0438 (30) 0118 経済産業省商務流通保安

グループ高圧ガス保安室

03 (3501) 1706

市役所（防災担当課） 　関係防災機関

注2

　隣接市役所・消防機関
防災本部

（事務局　県消防課）

[平日昼間]

 043 (223) 2173

 防災行政無線 500-7206
 ＦＡＸ 043 (224) 5481

[夜間及び休日]

 043 (223) 2178（無線室）

 防災行政無線 500-7225

 ＦＡＸ 043 (222) 5219

[災害対策本部併設時]
 043 (222) 3427

 防災行政無線 500-7410

 ＦＡＸ 043 (222) 2652

特　定

事業所

消防機関

（共同指令センター）

一般加入電話

[平日昼間]
　消防庁（応急対策室）

　　03 (5253) 7527

　　FAX 03 (5253) 7537

[夜間及び休日]

　消防庁（宿直）

　　03 (5253) 7777
　  FAX 03 (5253) 7553

  　無線　120-7780

[参考]

　消防庁（特殊災害室）

　　03 (5253) 7528

　　FAX 03 (5253) 7538
　　無線　120-7910

共同防災組織

隣接事業所
（一般加入電話）

（衛星電話）

１１９番

専用電話

防災相互無線
衛星電話

千葉労働局(健康安全課) 

043(221)4312 

千葉労働基準監督署 

043(308)0672 

木更津労働基準監督署 

0438(22)6165 

防災関係機関等 

（市・消防機関等） 

[平日昼間] 

消防庁（応急対策

室） 

03(5253)7527 

FAX 03(5253)7537 

 

[夜間及び休日] 

消防庁（宿直） 

03(5253)7777 

FAX 03(5253)7553 

無線 120-90-49101 

 

[参考] 

消防庁（特殊災害室） 

03(5253)7528 

FAX 03(5253)7553 

無線 120-90-49009 

防災本部 

（事務局 消防課） 

 

【平日昼間】 

043(223)2173 

防災行政無線 

500-7652,7206 

FAX 043(224)5481 

 

【夜間及び休日】 

043(223)2178(無線室） 

防災行政無線 

500-7225 

FAX 043(222)5219 

 

[災害対策本部併設時] 

O43(223)3430,3431 

防災行政無線 

500-7620,7621 

FAX 043(222)2652 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

３ 通報経路及び手段 

通報の方法は、有線（一般加入電話、専用電話、１１０番、１１９番等）、 防災行

政無線若しくは防災相互無線、衛星電話、ソーシャルネットワーキングサービス又

は徒歩連絡等複数の通報手段を確保し、状況に応じ最も迅速、確実な方法で行うも

のとする。一般加入電話は、災害時優先電話への登録に努めること。 

  （略） 

（１）特別防災区域異常現象等連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：消防庁長官から要請があった場合は、第 1報後も引き続き行う。 

 海上に係る異常現象の発生又は発生のおそれがある場合 

○通報手段

として適切

ではないた

め削除 

 

 

○時点修正 

異常現象通報経路

地震発生時通報経路（異常現象は除く）

注1

※

千葉労働局（健康安全課）

　043 (221) 4312

所轄労働基準監督署

警察
一般加入電話又は110番

関東東北産業保安監督部

保安課

048 (600) 0294

千葉海上保安部（警備救難課）

　043 (242) 7238 ・4999

防災行政無線 警備救難課 500-9621

                               　    500-9623

木更津海上保安署

0438 (30) 0118 経済産業省商務流通保安

グループ高圧ガス保安室

03 (3501) 1706

市役所（防災担当課） 　関係防災機関

注2

　隣接市役所・消防機関
防災本部

（事務局　県消防課）

[平日昼間]

 043 (223) 2173

 防災行政無線 500-7206
 ＦＡＸ 043 (224) 5481

[夜間及び休日]

 043 (223) 2178（無線室）

 防災行政無線 500-7225

 ＦＡＸ 043 (222) 5219

[災害対策本部併設時]
 043 (222) 3427

 防災行政無線 500-7410

 ＦＡＸ 043 (222) 2652

特　定

事業所

消防機関

（共同指令センター）

一般加入電話

[平日昼間]
　消防庁（応急対策室）

　　03 (5253) 7527

　　FAX 03 (5253) 7537

[夜間及び休日]

　消防庁（宿直）

　　03 (5253) 7777
　  FAX 03 (5253) 7553

  　無線　120-7780

[参考]

　消防庁（特殊災害室）

　　03 (5253) 7528

　　FAX 03 (5253) 7538
　　無線　120-7910

共同防災組織

隣接事業所
（一般加入電話）

（衛星電話）

１１９番

専用電話

防災相互無線
衛星電話

千葉労働局(健康安全課) 

043(221)4312 

千葉労働基準監督署 

043(308)0672 

木更津労働基準監督署 

0438(22)6165 

防災関係機関等 

（市・消防機関等） 

[平日昼間] 

消防庁（応急対策

室） 

03(5253)7527 

FAX 03(5253)7537 

 

[夜間及び休日] 

消防庁（宿直） 

03(5253)7777 

FAX 03(5253)7553 

無線 120-7780 

 

[参考] 

消防庁（特殊災害室） 

03(5253)7528 

FAX 03(5253)7553 

無線 120-7910 

防災本部 

（事務局 消防課） 

 

【平日昼間】 

043(223)2173 

防災行政無線 500-7206 

FAX 043(224)5481 

 

【夜間及び休日】 

043(223)2178(無線室） 

防災行政無線 500-7225 

FAX 043(222)5219 

 

[災害対策本部併設時] 

O43(223)3427 

防災行政無線 

500-7410 

FAX 043(222)2652 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１２１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２３ 

４ 大規模地震及び災害発生時の通報・連絡体制の確立 

（１）特定事業所 

  ア～エ （略） 

  オ 通報の手段は、災害の状況及び通報先（行政機関、内部関係課、現場従業

員）等に応じ次の手段について指定と順位を定めておくものとし、災害時に

は停電や回線の輻輳等のおそれがあることから、複数の手段を確保しておく

ものとする。 

携帯式無線機、専用電話、一般加入電話、衛星電話、サイレン、一斉通報

設備、メーリングリスト、伝令 

    （略） 

 

（２）防災本部 

【防災本部の連絡先】 
 

防災本部の状況 
第一連絡先（ＮＴＴ） 第二連絡先（防災行政無線） 

電 話 ＦＡＸ 電 話 ＦＡＸ 

非常第一 

配備体制 

日中 043(223)2173 043(224)5481 500-7652,7206 500-7207 

夜間 043(223)2178 043(222)5219 500-7225 500-7110 

非常第二 

配備体制 

日中 043(223)3430 

043(223)3431 
043(222)2652 500-7620,7621 500-7298 

夜間 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

４ 大規模地震及び災害発生時の通報・連絡体制の確立 

（１）特定事業所 

  ア～エ （略） 

  オ 通報の手段は、災害の状況及び通報先（行政機関、内部関係課、現場従業

員）等に応じ次の手段について指定と順位を定めておくものとし、災害時に

は停電や回線の輻輳等のおそれがあることから、複数の手段を確保しておく

ものとする。 

携帯式無線機、専用電話、一般加入電話、衛星電話、サイレン、一斉通報

設備、ソーシャルネットワーキングサービス、メーリングリスト、伝令 

    （略） 

 

（２）防災本部 

【防災本部の連絡先】 
 

防災本部の状況 
第一連絡先（ＮＴＴ） 第二連絡先（防災行政無線） 

電 話 ＦＡＸ 電 話 ＦＡＸ 

非常第一 

配備体制 

日中 043(223)2173 043(224)5481 500-7206 500-7207 

夜間 043(223)2178 043(222)5219 500-7225 500-7110 

非常第二 

配備体制 

日中 
043(223)3429 043(222)2652 500-7620 500-7298 

夜間 

○通報手段

として適切

ではないた

め削除 

 

 

 

 

 

 

 

○連絡先の

修正及び追

加 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３１ 

 

 

 

 

 

１３２ 

 

１３３ 

 

 

 

４ 避難の方法と誘導 

（略） 

各市は、特別防災区域の近隣に次のとおり避難場所を指定している。 

なお、災害の態様・規模・風向・風速等を考慮した広域的な避難場所をあらか

じめ選定しておくものとする。 

 

避難場所一覧（抜粋）               （平成３１年４月現在） 

ア～エ （略） 

オ 袖ケ浦市 

№ 名       称 所   在   地 電    話 

（略） 

5 蔵波小学校 蔵波台4－19－1 〃 (63）6351 

6～10 （略） 

 

カ 君津市 

№ 名       称 所   在   地 電    話 

（略） 

6 日本製鉄㈱大和田グラウンド 大和田324 〃 （52）3571 

（略） 
 

災害事象 影響の評価指標
想定される影響

範囲

影響の継続

時間

影響の内容/災害拡大

の危険性

周辺住民等の避難の

目安

肌が露出した状態で

熱を受け続けることが

なければ防ぐことがで

きる。一般地域の住民

等にあっては、原則、

屋内退避が妥当であ

ると考えられる。（※１）

爆風圧

【基準値：2.1kPa】

※安全限界（この

値以下では95％の

確率で大きな被害

はない）、窓ガラス

の10%が破壊され

る。（※２）

放射熱

【基準値：タンクごと

に異なる】

※各タンクの燃焼

継続時間（最大値）

に応じ、放射熱を

受け続けることによ

り火傷を生じる程度

の熱量を設定

・至近距離では、爆発

による直接的影響（鼓

膜損傷、気道熱傷等）

の恐れがある。

・爆風圧で窓ガラス等が

割れることによる2次被

害の恐れがある。

被災タンク周辺では、

上記飛散物の対応に

同じ。

なお、放射熱の影響

範囲内では、建屋の

窓ガラスが破損する可

能性があると考え、そ

の旨を注意喚起する。

（※１）

高圧ガス

の貯槽の

爆発火災

（BLEVE

及びファイ

ヤーボー

ル）

爆風圧により窓

ガラス等が割れ

ることによる2次

被害の恐れが

あり、この影響

は比較的広範

囲（最大約1km）

となる。

短時間の影

響

ファイヤーボー

ルによる放射熱

の影響は非常

に広範囲（最大

約4.5km）に及

ぶ。

ファイヤー

ボールによる

放射熱は数

秒～７０秒程

度の間継続

する。

・至近距離では、放射

熱による火傷の恐れが

ある。ただし、燃焼継続

時間が短いことから、物

陰に入るなどにより防

御することができる。
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

 

 

４ 避難の方法と誘導 

（略） 

各市は、特別防災区域の近隣に次のとおり避難場所を指定している。 

なお、災害の態様・規模・風向・風速等を考慮した広域的な避難場所を予め選定し

ておくものとする。 

 

避難場所一覧（抜粋）              （平成２６年１２月現在） 

ア～エ （略） 

オ 袖ケ浦市 

№ 名       称 所   在   地 電    話 

（略） 

5 今井幼稚園 今井2-111 〃 (63）3130 

6 蔵波小学校 蔵波台4－19－1 〃 (63）6351 

7～11 （略） 

 

カ 君津市 

№ 名       称 所   在   地 電    話 

（略） 

6 新日鐵住金㈱大和田グラウンド 大和田324 〃 （52）3571 

（略） 
 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

○時点修正 

 

○閉園のた

め 

 

 

 

 

 

○事業所名

の変更 

 

災害事象 影響の評価指標
想定される影響

範囲
影響の継続時間

影響の内容/災

害拡大の危険性

周辺住民等の避

難の目安

爆風圧

【基準値：2.1kPa】

※安全限界（この

値以下では95％

の確率で大きな被

害はない）、窓ガ

ラスの10%が破壊

される。（※２）

爆風圧により窓ガ

ラス等が割れるこ

とによる2次被害

の恐れがあり、こ

の影響は比較的

広範囲（最大約

1km）となる。

短時間の影響

・至近距離では、

爆発による直接

的影響（鼓膜損

傷、気道熱傷等）

の恐れがある。

・爆風圧で窓ガラ

ス等が割れること

による2次被害の

恐れがある。

被災タンク周辺で

は、上記飛散物

の対応に同じ。

なお、放射熱の

影響範囲内で

は、建屋の窓ガラ

スが破損する可

能性があると考

え、その旨を注意

喚起する。（※１）
放射熱

【基準値：タンク毎

に異なる】

※各タンクの燃焼

継続時間（最大

値）に応じ、放射

熱を受け続けるこ

とにより火傷を生

じる程度の熱量を

設定

ファイヤーボール

による放射熱の

影響は非常に広

範囲（最大約

4.5km）に及ぶ。

ファイヤーボール

による放射熱は

数秒～７０秒程度

の間継続する。

・至近距離では、

放射熱による火

傷の恐れがある。

ただし、燃焼継続

時間が短いことか

ら、物陰に入るな

どにより防御する

ことができる。

肌が露出した状

態で熱を受け続

けることがなけれ

ば防ぐことができ

る。一般地域の住

民等にあっては、

原則、屋内退避

が妥当であると考

えられる。（※１）

高圧ガスの貯槽

の爆発火災

（BLEVE及びファ

イヤーボール）
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１３５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３７ 

～ 

１３８ 

日本赤十字社千葉県支部災害救護業務組織編成表 

区 
分 

名   称 １個班の編成 構     成 摘        要 

日赤 
救護
班 

日本赤十字
社千葉県支
部 
［第 1～ 
第 12救護班］ 

医師(班長)１名 
看護師長１名 
看護師２名 
薬剤師１名 
主事 ２名 

成田赤十字病院
に１２個班 

本表外に予備救護班
を千葉県赤十字血液セ
ンターに２個班を編
成。 

血液
搬送 

千葉県赤十
字血液セン
ター 
［血液供給
要員］ 

血 液 供 給 要 員 
２名 

計４名を登録 
医療機関へ血液製剤

を供給するための血液
供給要員を登録 

（略） 

 

第６節 警備・交通規制対策 

１ 警備対策 

（２）海上保安部 

保安部は、海上災害発生海域への船舶の進入禁止等の航行制限及び警戒並びに犯

罪を未然に防止し、治安の維持を図るため次の措置を講ずる。 

（略） 

 

２ 交通規制対策 

（１）～（４） （略） 

（５）緊急通行車両の確認等 

  ア （略） 

  イ （ア）～（ウ） （略） 

    （エ）事前届出・確認に関する手続は別に定める。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

４ 避難の方法と誘導 

日本赤十字社千葉県支部災害救護業務組織編成表 

区 
分 

名   称 １個班の編成 
構     
成 

摘        要 

日赤 
救護
班 

日本赤十字
社千葉県支
部 
［第 1～ 
第 12救護班］ 

医師(班長)１名 
看護師長１名 
看護師２名 
薬剤師１名 
主事 ２名 

成田赤十
字病院に
１２個班 

本表外に予備救護班を千葉
県赤十字血液センターに１個
班、千葉県赤十字血液センター
千葉港出張所に１個班を編成。
また、全国各都道府県支部に４
９５個班を編成。 

血液
搬送 

千葉県赤十
字血液セン
ター 
千葉県千葉
港赤十字血
液  センタ
ー［血液製剤
供給班］ 

供給要員 ２名 

各血液セ
ンターに
２名 
計４名を
登録 

医療機関へ血液製剤を供給
するための血液供給要員を登
録 

（略） 

 

第６節 警備・交通規制対策 

１ 警備対策 

（２）海上保安部 

保安部は、海上災害発生海域への船舶の侵入禁止等の航行制限及び警戒並びに犯

罪を未然に防止し、治安の維持を図るため次の措置を講ずる。 

 

２ 交通規制対策 

（１）～（４） （略） 

（５）緊急通行車両の確認等 

  ア （略） 

  イ （ア）～（ウ） （略） 

    （エ）事前届出・確認に関する手続きは別に定める。 

 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○誤字の修

正 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記に修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１４１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６０ 

 

第７節 防災資機材等の調達・輸送計画 

４ ドラゴンハイパー・コマンドユニット及びスクラムフォースの出動 

石油タンクやプラント火災等において、大量の泡放射や放水が有効なときや消防

隊員が災害現場に近づけないときであって、既存の防災資機材のみでは、効果が

得られない場合、又はそのおそれがある場合は、市原市消防局に配備しているド

ラゴンハイパー・コマンドユニット及びスクラムフォースを次により、活用する

ものとする。 

（１）～（２） （略） 

 

第８節 総合的防御策 

災害防御対策は、本章各節の対策が有機的に展開されることを意味し、いわば集

大成としての対策項目である。したがって、この対策の中には広報、避難等の各対

策も示した。そして、この具体的細部の動き方は、各節のなかで策定されている。

なお、本計画では災害想定ごとに対応した防御対策、すなわち一つの基本型を示し

たのであり、災害場所の変動ごとに応用動作をもって対処することとする。 

したがって、防災関係機関等は、防災アセスメント調査結果等を参考に、施設の

具体的な状況を反映した災害の発生危険性について検討し、危険性があると考えら

れる場合には、災害が発生した場合の影響を想定して、具体的な対応計画（活動マ

ニュアル）を事前に作成しておくことが望ましい。 

 

２ 危険物の流出・火災 

（１）放射熱に対する危険距離 

  ア （略） 

  イ 耐熱服で耐えられる危険距離 

放射熱に対する耐熱服で耐えられる許容値は、一般に９，３０２Ｊ／㎡・

ｓとされている。この場合の耐熱服は地表面にあるものとみなす。 

  ウ 放射熱に対する発災等危険距離 

放射熱に対する木造家屋等への許容値は、一般に４，６５１Ｊ／㎡・ｓと

されている。この場合の木造家屋等（受熱面）は図－１（１５０頁）の位置

にあるものとみなす。 

（２）必要泡消火薬剤の量  （略） 

（３）消防力の算定 

火災の態様ごと消火に必要とする消防力は次により算定する。 

消防水利及び消火薬剤が十分で１時間で消火可能とした場合、これに必要な

化学車は、上記で算定した必要消火薬剤量を化学車の能力（１時間あたり使用

する消火薬剤量）で除して算定する。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第７節 防災資機材等の調達・輸送計画 

４ ドラゴンハイパー・コマンドユニットの出動 

石油タンクやプラント火災等において、大量の泡放射や放水が有効なときであっ 

て、既存の防災資機材のみでは、効果が得られない場合、又はそのおそれがある場

合は、市原市消防局に配備しているドラゴンハイパー・コマンドユニットを次によ

り、活用するものとする。 

（１）～（２） （略） 

 

第８節 総合的防御策 

災害防御対策は、本章各節の対策が有機的に展開されることを意味し、いわば集

大成としての対策項目である。従って、この対策の中には広報、避難等の各対策も

示した。そして、この具体的細部の動き方は、各節のなかで策定されている。なお、

本計画では災害想定ごとに対応した防御対策、すなわち一つの基本型を示したので

あり、災害場所の変動ごとに応用動作をもって対処することとする。 

従って、防災関係機関等は、防災アセスメント調査結果等を参考に、施設の具体

的な状況を反映した災害の発生危険性について検討し、危険性があると考えられる

場合には、災害が発生した場合の影響を想定して、具体的な対応計画（活動マニュ

アル）を事前に作成しておくことが望ましい。 

 

２ 危険物の流出・火災 

（１）放射熱に対する危険距離 

  ア （略） 

イ 耐熱服で耐えられる危険距離 

放射熱に対する耐熱服で耐えられる許容値は、一般に９，３０２Ｊ／㎡・

ｓとされている。この場合 の耐熱服は地表面にあるものとみなす。 

  ウ 放射熱に対する発災等危険距離 

放射熱に対する木造家屋等への許容値は、一般に４，６５１Ｊ／㎡・ｓと

されている。この場合の木造家屋等（受熱面）は図－１（１２８頁）の位置

にあるものとみなす。 

（２）必要泡消火薬剤の量  （略） 

（３）消防力の算定 

火災の態様ごと消火に必要とする消防力は次により算定する。 

消防水利及び消火薬剤が充分で１時間で消火可能とした場合、これに必要な

化学車は、上記で算定した必要消火薬剤量を化学車の能力（１時間あたり使用

する消火薬剤量）で除して算定する。 

○今年度配

備されたス

クラムフォ

ースの出動

について記

載 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○空白の削

除 

 

○前回の修

正漏れ 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 



- 91 - 
 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１６３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６８ 

３ 可燃性ガス及び毒性ガスの漏洩、拡散、爆発 

（１）特別防災区域内においてガスが漏洩した場合、防災関係機関は、次の事項を

基本指針とし、応急措置を実施する。 

 〔漏洩・拡散の場合〕 

  ①～② （略） 

   ≪塩素ガス≫ （略） 

   ≪低温液化アンモニア≫ 

    ア 想定の概要 （略） 

    イ 防御上取るべき措置 

    （ア）漏洩時の処置対策 

      ａ 事故発生と同時にあらかじめ定められた緊急措置基準により行

動する。 

      ｂ～ｄ （略） 

 

（３）防除資機材の輸送集結 

ア （略） 

イ 「協議会」、「海水油濁処理機構」各機関及びその他の関係機関保有の資機

材は、原則として、初動期においては各機関ごとに出動する船艇により現場

輸送する。 

ウ （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

３ 可燃性ガス及び毒性ガスの漏洩、拡散、爆発 

（１）特別防災区域内においてガスが漏洩した場合、防災関係機関は、次の事項を

基本指針とし、応急措置を実施する。 

 〔漏洩・拡散の場合〕 

  ①～② （略） 

   ≪塩素ガス≫ （略） 

   ≪低温液化アンモニア≫ 

    ア 想定の概要 （略） 

    イ 防御上取るべき措置 

    （ア）漏洩時の処置対策 

      ａ 事故発生と同時に予め定められた緊急措置基準により行動する。 

      ｂ～ｄ （略） 

 

（３）防除資機材の輸送集結 

ア （略） 

イ 「協議会」、「海水油濁処理機構」各機関及びその他の関係機関保有の資機

材は、原則として、初動期においては各機関毎に出動する船艇により現場輸

送する。 

ウ （略） 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１７１ 

～ 

１７２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７２ 

 

 

 

 

 

 

１７３ 

 

第９節 自衛隊の災害派遣要請計画 

２ 災害派遣の方法（防災危機管理部、市町村） 

災害派遣については、災害の様相等に対応して、次のような方法がある。 

（１）知事の要請による災害派遣 

  ア～イ （略） 

  ウ （略） 

    市町村長は、知事に対して自衛隊に災害派遣の要請の要求を行った旨及び

当該市町村の地域に係る災害の状況を自衛隊に通知することができるもの

とし、自衛隊に通知したときは、速やかにその旨を知事に通知する。 

(２) 知事が要請するいとまがない場合等における災害派遣 

  ア 災害に際し、通信の途絶等により、知事との連絡が不能で、市町村長から

自衛隊が通報を受け、直ちに救援の措置をとる必要が認められる場合、災害

派遣が実施される。市町村長が自衛隊に通知したときは、速やかにその旨を

知事に通知する。 

  イ～オ （略） 

  カ 大規模な災害が発生した際には、自衛隊は、その活動が円滑に進むよう「提

案型」の支援を行い、支援ニーズを早期に把握・整理する。 

 

３ 災害派遣要請の手続等（防災危機管理部） 

（１）要請者 （略） 

（２）要請手続 

ア （略） 

イ 災害派遣の要請は、原則として陸上自衛隊は千葉隊区担当部隊長である 

第１空挺団長を、（略） 

 

４ 知事への災害派遣の要請の要求（防災危機管理部、市町村） 

（１）～（２） （略） 

 

５ 自衛隊との連絡（防災危機管理部） 

（１）～（２） （略） 

（３）連絡所の設置 

   県防災危機管理部は、災害派遣業務を調整し、その迅速化を図るため、通常

は県庁内中庁舎１０階に、状況等により指揮連絡上最も適切なところに、自衛

隊連絡班による連絡所を設置する。 

 

６ 災害派遣部隊の受入体制（防災危機管理部、市町村） 

 （１）～（２） （略） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第９節 自衛隊の災害派遣要請計画 

２ 災害派遣の方法（防災危機管理部） 

災害派遣については、災害の様相等に対応して、次のような方法がある。 

（１）知事の要請による災害派遣 

  ア～イ （略） 

  ウ （略） 

   （追記） 

(２) 知事が要請するいとまがない場合等における災害派遣 

  ア 災害に際し、通信の途絶等により、知事との連絡が不能で、市町村長から

自衛隊が通報を受け、直ちに救援の措置をとる必要が認められる場合、災害

派遣が実施される。（追記） 

  イ～オ （略） 

   （追記） 

 

３ 災害派遣要請の手続等（防災危機管理部） 

（１）要請者 （略） 

（２）要請手続 

ア （略） 

イ 災害派遣の要請は、原則として陸上自衛隊は千葉災害隊区長である第１空 

挺団長を、海上自衛隊は横須賀地方総監を、航空自衛隊は中部航空方面隊司 

令官を、それぞれ窓口として実施する。 

 

４ 知事への災害派遣の要請の要求（防災危機管理部） 

（１）～（２） （略） 

 

５ 自衛隊との連絡 

（１）～（２） （略） 

（３）連絡所の設置 

   県防災危機管理部は、災害派遣業務を調整し、その迅速化を図るため、通常

は本庁舎５階に、状況等により指揮連絡上最も適切なところに、自衛隊連絡班

による連絡所を設置する。 

 

６ 災害派遣部隊の受入体制（防災危機管理部） 

 （１）～（２） （略） 

○千葉県地

域防災計画

の修正に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○名称変更

のため修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○千葉県地

域防災計画

の修正に伴

う修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１７６ 

 

 

 

 

 

 

 

１７７ 

 

 

 

１７８ 

ヘリコプター発着場適地一覧 （平成３１年４月現在） 

区 

域 

名 

所 在 地        

ヘリポート等 

の名称 

施設管理者 

又は占有者 

広 さ 

巾×長さ 

（m） 

最寄消

防署 

から

(ｍ) 

地

図 

上

の 

番

号 

市 

名 

住 所        

（略） 

京
葉
臨
海
中
部
地
区 

千
葉
市 

若葉区御殿町 
アキラスポーツ 

フィールド駐車場 
昱株式会社 35×35 1600 

 

（略） 

袖
ケ
浦
市 

三ツ作741 根形中学校 学校長 130×110 3600  

（略） 

奈良輪425-1 奈良輪小学校 学校長 100×140 650  

京
葉
臨
海
南
部
地
区 

（略） 

君
津
市 

東日笠522 旧清和中学校 市教育委員会 110×180 5800  

 

資料：千葉県地域防災計画（平成３１年度修正）資料編 一部を加筆修正 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

２ ヘリポート予定地 

ヘリコプター発着場適地一覧 （平成２６年４月現在） 

区 

域 

名 

所 在 地        

ヘリポート等 

の名称 

施設管理者 

又は占有者 

広 さ 

巾×長さ 

（m） 

最寄消

防署 

から

(ｍ) 

地

図 

上

の 

番

号 

市 

名 

住 所        

（略） 

京
葉
臨
海
中
部
地
区 

千
葉
市 

若葉区中田町 
了德寺大学 

ｽﾎﾟｰﾂﾊﾟｰｸ 
了德寺大学 100×100 1600 

 

（略） 

袖
ケ
浦
市 

三ツ作741 根形中学校 学校長 100×180 3600  

（略） 

奈良輪425-1 奈良輪小学校 学校長 100×100 650  

京
葉
臨
海
南
部
地
区 

（略） 

君
津
市 

東日笠522 清和中学校 市教育委員会 110×180 5800  

 

資料：千葉県地域防災計画（平成２６年度修正）資料編 一部を加筆修正 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１８０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８４ 

第１０節 地震発生時等における応急対策 

 （略） 

１ 地震計の整備 （略） 

２ 特定事業所の応急対策 

  （略） 

（１） （略） 

（２）初動措置 

特定事業所は、地震直後の現場対応を図るため、職員の非常参集（特に休日・

夜間の対応）を行うなど各設備ごとで緊急対応できる組織をつくり、現場装置

施設の運転中止・脱圧・脱液・ブロック化等の非常安全措置及び漏洩箇所の防

止等の初動措置をとる。 

 

震度別非常措置基準表（例） 

 

４ 情報の収集・伝達 

  （略） 

（１） （略） 

（２）通報手段 

専用電話（事業所←→消防本部）、防災相互無線、防災行政無線、一般加入電

話、衛星電話又はメーリングリストの活用方法の拡充を図る。 

（３）～（４） （略） 

指示加速度 措   置   基   準 

５ガル 

～   

50ガル 

（震度3～4） 

一斉放送等を行い、荷役作業等を停止するとともに、場内の迅速な巡回点
検を実施し、石油、ガス等の漏洩、飛散個所の早期発見に努める。また液面
検出計の振動及び影響の状況を監視する。 

50ガル 

～ 

80ガル 

（震度4） 

特に圧力等の指示計の乱れに注意し保安上必要でない火源はすべて断ちプ
ラント等の運転停止を準備する。また、最大限可能範囲で各装置、設備ごと
に縁切し、ブロックする。 

80ガル 

～ 

250ガル 

（震度5弱） 

危険物及びガス導管等の緊急遮断を行い、保安上必要な用役部門を除くす
ベての装置、設備の緊急停止を行う。 

250ガル～ 

（震度5強以上） 

施設及び設備等が被害を受けるおそれが大きいため、プラント等の最低限
の安全を確保する一次操作を実施し、一時プラント外の安全な所に退避する。 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第１０節 地震発生時等における応急対策 

 （略） 

１ 地震計の整備 （略） 

２ 特定事業所の応急対策 

  （略） 

（１） （略） 

（２）初動措置 

特定事業所は、地震直後の現場対応を図るため、職員の非常参集（特に休日・

夜間の対応）を行うなど各設備毎で緊急対応できる組織をつくり、現場装置施

設の運転中止・脱圧・脱液・ブロック化等の非常安全措置及び漏洩箇所の防止

等の初動措置をとる。 

 

震度別非常措置基準表（例） 

指示加速度 措   置   基   準 

５ガル 

～   

50ガル 

（震度3～4） 

一斉放送等を行い、荷役作業等を停止するとともに、場内の迅速な巡回点
検を実施し、石油、ガス等の漏洩、飛散個所の早期発見に努める。また液面
検出計の振動及び影響の状況を監視する。 

50ガル 

～ 

80ガル 

（震度4） 

特に圧力等の指示計の乱れに注意し保安上必要でない火源はすべて断ちプ
ラント等の運転停止を準備する。また、最大限可能範囲で各装置、設備毎に
縁切し、ブロックする。 

80ガル 

～ 

250ガル 

（震度5弱） 

危険物及びガス導管等の緊急遮断を行い、保安上必要な用役部門を除くす
ベての装置、設備の緊急停止を行う。 

250ガル～ 

（震度5強以上） 

施設及び設備等が被害を受けるおそれが大きいため、プラント等の最低限
の安全を確保する一次操作を実施し、一時プラント外の安全な所に退避する。 

 

４ 情報の収集・伝達 

  （略） 

（１） （略） 

（２）通報手段 

専用電話（事業所←→消防本部）、防災相互無線、防災行政無線、一般加入電

話、衛星電話、ソーシャルネットワーキングサービス又はメーリングリストの

活用方法の拡充を図る。 

（３）～（４） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記へ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○通報手段

として適切

ではないた

め削除 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１８５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８６ 

第３章 公共施設等の災害復旧 

第１節 電気施設（東京電力ホールディングス（株）） 

１ 特別防災区域内の各支社及び発電所一覧 

区    域 
各支社（電話） 

（東京電力パワーグリッド㈱） 

各 火 力 発 電 所 

（㈱JERA） 

京葉臨海北部地区 千葉総支社 

千葉市中央区富士見2-9-5 

043(370)2500 連絡窓口 

 

京葉臨海中部地区  千葉火力発電所 

  千葉市中央区蘇我町 

2－1377 

 五井火力発電所 

  市原市五井海岸1 

 姉崎火力発電所 

  市原市姉崎海岸3 

 袖ケ浦火力発電所 

  袖ケ浦市中袖2－1 

京葉臨海南部地区 木更津支社 

木更津市貝渕3－13－40 

0438(23)3551 連絡窓口 

 富津火力発電所 

  富津市新富25 

 

２ 情報連絡系統 

 特別防災区域に係る災害等で送・配電線等施設の応急復旧のための、情報連絡 

系統は次のとおりである。 

 

災害発生時の情報連絡系統図 

 

 

 

３ 災害復旧等応急出動隊の一般的構成及び機材 

特別防災区域における千葉総支社内の非常災害対策本部・支部組織の構成及び 

資材一覧は次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通報・出動要請 
消防本部      

現場派遣 復旧計画連絡 
発生事業所 復旧班編成 

出動要請 情報収集 
請 負 会 社       

千葉総支社 
木更津支社 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第３章 公共施設等の災害復旧 

第１節 電気施設（東京電力ホールディングス（株）） 

１ 特別防災区域内の各支社及び発電所一覧 

区    域 
各支社（電話） 

（東京電力パワーグリッド㈱） 

各 火 力 発 電 所 

（東京電力フュエル＆パワー㈱） 

京葉臨海北部地区 京葉支社 

船橋市湊町2－2－16 

047(435)9664 連絡窓口 

 

京葉臨海中部地区 千葉支社 

千葉市美浜区幸町1－21－19 

043(370)3043 連絡窓口 

 千葉火力発電所 

千葉市中央区蘇我町 

2－1377 

五井火力発電所 

  市原市五井海岸1 

 姉崎火力発電所 

  市原市姉崎海岸3 

 袖ケ浦火力発電所 

  袖ケ浦市中袖2－1 

京葉臨海南部地区 木更津支社 

木更津市貝渕3－13－40 

0438(55)4797 連絡窓口 

 富津火力発電所 

  富津市新富25 

 

２ 情報連絡系統 

 特別防災区域に係る災害等で送・配電線等施設の応急復旧のための、情報連絡 

系統は次のとおりである。 

 

災害発生時の情報連絡系統図 

 

３ 災害復旧等応急出動隊の一般的構成及び機材 

特別防災区域における千葉支店内各事業所の非常災害対策本部・支部組織の構成

及び資材一覧は次のとおりである。 

○組織改編

のため 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通報・出動要請 
消防本部      

情報収集 
千 葉 支 店       

(災害対策本部) 
千葉給電所       

(  )は千葉支店に 
本部を設置した場合 

現場派遣 復旧計画連絡 
発生事業所 復旧班編成 

出動要請 情報収集 
請 負 会 社       

支 社 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１８７ 東京電力パワーグリッド（株）千葉総支社非常災害対策本部・支部組織構成表 

千葉総支社本部 

 

 

千葉総支社支部 

 

副本部長

本部長 本部付

建
築
復
旧
班
長

用
地
復
旧
班
長

通
信
班
長

給
電
班
長

総
務
班
長

広
報
班
長

情
報
班
長

工
務
復
旧
班
長

配
電
復
旧
班
長

支部長

配
電
復
旧
班
長

情
報
班
長

支部付

副支部長

広
報
班
長

総
務
班
長

京
葉
エ
リ
ア
総
括
班
長

東
葛
エ
リ
ア
総
括
班
長

工
務
復
旧
班
長
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

東京電力パワーグリッド（株）千葉支店非常災害対策本部・支部組織構成表 

【支店本部】

第１非常態勢 第２非常態勢 第３非常態勢

班長　営業部門ＧＭ ①本部長指令の伝達ならびに受理

副班長 ②各班の情報総括、各班・カスタマーセンター等への情報配信

　　営業部門管理職 ③停電軒数集約　　

④一般被害情報等の収集、連絡

⑤お客さま対応の総括

班長　広報担当管理職 ①地方自治体の災害対策本部等への派遣者との連絡

副班長　広報担当管理職 ②官公庁との連絡（本店本部と連携の上）

　　　　　　　　　　 ③マスコミ対応

班長　設備部門ＧＭ ①当社被害・復旧情報の収集、連絡

副班長 ②復旧計画の樹立ならびに復旧活動の実施

　　設備部門管理職 ③所要応援隊の把握、手配

④所要復旧資機材の把握、手配

⑤設備の災害予防措置の実施

⑥支店保有建物の建物危険度判定の実施

班長　通信ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ所長 ①支店内通信ネットワーク全体の運用状況の把握

副班長 ②当社被害・復旧情報の収集・連絡

　通信部門ＧＭ ③復旧計画の樹立ならびに復旧活動の実施

④所要応援隊の把握，手配

⑤所要復旧資機材の把握，手配

⑥設備の災害予防措置の実施

⑦設備用建物の建物自己調査の実施

⑧被災現場映像情報の収集，対策本部・支部運営の支援

班長　給電所長 ①電力系統運用状況の把握

副班長　給電部門GM ②電力系統の応急対策、復旧方法の検討および千葉給電所当直責任者への指示

　　　　　　　　　　 ③電源増強対策（他社からの応援受電、自家発電要請を含む）

①所要復旧資機材の調達、輸送

②社外工事力および社外機動力の調達

班長 ①人身災害情報、厚生班関連設備の被害・復旧情報の収集、連絡

　　総務ＧＭ ②救急、救護、医療、防疫、衛星活動

副班長 ③食料、被服の調達

　　地域資材ＧＭ ④宿泊施設、寝具の手配

⑤社員・家族間の安否状況連絡の実施、支援センターの設置

⑥厚生班関連設備の災害予防措置の実施

①非常災害対策本部の設置・運営支援

②業務設備の被害・復旧情報の収集、連絡

③通話制限の実施

④社内テレビの設営、支店全体への情報提供

⑤業務設備の災害予防措置の実施

⑥緊急通行車両の管理・運用

班長：ＣＣ第１所長

副班長：ＣＣ第一ＧＭ

お客さま対応（電話受付業務）

班長：ＣＣ第２所長 　　　【第１（千葉支店） ・　第２（市川浦安別館）】

副班長：ＣＣ第二ＧＭ

【支社５支部】 ※人員配置は各事業所別に異なる

第１非常態勢 第２非常態勢 第３非常態勢

班長 ①支部長指令の伝達ならびに受理

　　営業部門責任者 ②地方自治体の災害対策本部等への派遣者との連絡

副班長 ③各班の情報総括、整理　　

　　営業部門関係ＧＭ ④停電軒数集約

⑤一般被害情報等の収集、連絡

⑥官公庁との連絡（本店本部と連携の上）

⑦お客さまの影響把握

⑧お客さま設備の安全確認、お客さまへの広報等の現地対応

班長 ①電力系統運用状況の把握（制御所・給電所との連携）

　　設備部門責任者 ②電力系統の応急対策、復旧方法の検討

副班長 ③設備の災害予防措置の実施

　　設備部門関係ＧＭ ④当社被害・復旧情報の収集、連絡

　　変電所長（※1） ⑤復旧計画の樹立ならびに復旧活動の実施

（※1）支社により異なる ⑥所要応援隊の把握、要請　　⑦所要復旧資機材の把握、要請

⑧設備用建物の建物自己調査の実施

①食料、被服の調達

②救急、救護、医療、防疫、衛生活動

③宿泊施設、寝具の手配

班長 ④厚生班関連設備の災害予防措置の実施

　　総務ＧＭまたは管財ＧＭ ⑤人身災害情報、厚生班関連設備の被害・復旧情報の収集、連絡

副班長 ⑥社員・家族間の安否状況連絡の実施

　　管財ＧＭ ⑦非常災害対策支部の設置・運営支援

⑧通話制限の実施

⑨社内テレビの設営、支社全体への情報提供

⑩業務設備の災害予防措置の実施（支店総務班と連携）

⑪非常災害対策支部が設置される建物の建物自己調査の実施

情報班
営業関係者

　計９名程度

営業関係者

　計１７名程度

営業関係者

　計２８名程度

班 班長・副班長
班　　　　員

具体的な業務

給電関係者

　計３名程度

給電関係者

　計５名程度

設備所管部門

　計７５名程度

広報班

営業，総務関係者

を含め

　計４名程度

営業，総務関係者

を含め

　計６名程度

営業，総務関係者

を含め

　計８名程度

復旧班

設備所管部門

　計２４名程度

設備所管部門

　計５３名程度

設備所管部門

　計５３名程度

給電関係者

　計６名程度

通信班

給電班

設備所管部門

　計３６名程度

設備所管部門

　計１６名程度

カスタマー
　センター班

総括Ｇ　３名
総括Ｇ　５名
受付Ｇ　４名程度

総務ﾁｰﾑ

総務，労務，資材
関係者を含め

　計１７名程度
厚生ﾁｰﾑ

総務，労務，資材
関係者を含め

　計１３名程度

総務，労務，資材
関係者を含め

　計８名程度

資材ﾁｰﾑ

総

務

班

具体的な業務

総括Ｇ　１２名

受付Ｇ　２１名程度

総括Ｇ　２名
総括Ｇ　２名
受付Ｇ　４名程度

総括Ｇ　８名

受付Ｇ　２１名程度

総務班または

事務班

総務・管財

　関係者

　計１０名程度

総務・管財

　　関係者の半数

総務・管財

　　関係者の

　　　　ほぼ全数

復旧班

設備所管部門

　計１０名程度

設備所管部門

関係者の

　　　半数程度

設備所管部門

関係者の

　　ほぼ全数

情報班

営業関係者を主
体に設備ｻｰﾋﾞｽ、

設備所管部門関

係者を含め
　計２３名程度

営業関係者を主
体に設備ｻｰﾋﾞｽ、

設備所管部門関

係者を含め
　計４５名程度

営業関係者、設

備ｻｰﾋﾞｽのほぼ

全員

班 班長・副班長
班　　　　員

 

 

 

 

 

 

○組織改編

のため 



- 103 - 
 

ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１８８ 各支社の一般的資機材一覧 

 

 区  別 

 

 

 所  別 

船 艇 

特 殊 車 両        

高 所 作 業 車 発 電 機 車 

千葉総支社 4 10 7 

木更津支社 1 4 2 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

各支社の一般的資機材一覧 

    区  別 

 

 

 

 所  別 

船

艇

 
 
 
 
 
 
 
 

携
帯
用
発
電
機

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（
低
騒
音
型
） 

投

光

器

 
 
 
 
 
 
 
 

無

線

機

等

 
 
 
 
 
 
 
 

特 殊 車 両        

高
所
作
業
車 

発

電

機

車 

千葉支社 1 12 24 52 4 3 

京葉支社 1 7 11 84 5 4 

市川浦安別館 1 2 0 6 0 0 

木更津支社 1 20 11 63 3 2 
 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１８９ 

 

 

 

 

 

 

１９０ 

第２節 通信施設（東日本電信電話（株）） 

３ 被災通信施設の応急復旧 

石油コンビナート地域における災害発生に伴い、当該支店の通信施設が被災した

場合は速やかに通信施設の復旧に努めなければならない。この場合の具体的実施方

法は、「東日本電信電話株式会社災害等対策規程」（社長達東第８０－２１号令和元

年７月１日）、（以下「規程等」という。）によることとし、その内容は下記のとお

りである。 
（１）（略） 

（２）東日本電信電話（株）千葉事業部災害対策本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長 副本部長 

情
報
統
括 

班 

所
内
設
備 

班 
所
外
設
備 

班 

資 

材 

班 

建
物
電
力 

班 

マ
ス
ユ
ー
ザ 

班 

法
人
ユ
ー
ザ 

班 

コ
ラ
ボ 

班 

総
務
厚
生 

班 

広 

報 

班 

東日本電信電話㈱千葉事業部災害対策本部 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第２節 通信施設（東日本電信電話（株）） 

３ 被災通信施設の応急復旧 

石油コンビナート地域における災害発生に伴い、当該支店の通信施設が被災した

場合は速やかに通信施設の復旧に努めなければならない。この場合の具体的実施方

法は、「東日本電信電話株式会社災害等対策規程」（社長達東第８０－１６号平成２

６．６．３０）、（以下「規程等」という。）によることとし、その内容は下記のと

おりである。 
（１）（略） 

（２）東日本電信電話（株）千葉事業部災害対策本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○時点修正 

（R1.7.1 時点） 

本部長 副本部長 

情
報
統
括 

班 

所
内
設
備 
班 

所
外
設
備 

班 

資 

材 

班 

建
物
電
力 

班 

マ
ス
ユ
ー
ザ 

班 

法
人
ユ
ー
ザ 

班 

相
互
接
続 

班 

総
務
厚
生 

班 

広 

報 

班 

東日本電信電話㈱千葉事業部災害対策本部 

サ
ー
ビ
ス
統
制 

班 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１９３ 第３節 ガス施設（東京ガス（株）） 

２ 通報連絡体制 

（１）通報連絡 

   （略） 

（２）通信連絡系統図 

 

 
（３）無線関係 

 基地局 移動局 計 備     考 

千葉導管ネットワークセンター １ ３９ ４０  車載・携帯無線 

千   葉   支   社 ０ ０ ０   

計 １ ３９ ４０  車載・携帯無線 
 

社内・協力会社

043-225-0024 0570-002299

消防 お客様

保安指令センター（本社） 東京ガスお客さまセンター

統括保安責任者 ガス漏れ通報専用電話

千葉支社

本　社　関　係　部　所

袖ヶ浦LNG基地
千葉導管ネッ

トワークセン

ター

東部ガスライト24
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第３節 ガス施設（東京ガス（株）千葉導管ネットワークセンター） 

２ 通報連絡体制 

（１）通報連絡 

   （略） 

（２）通信連絡系統図 

 

 
（３）無線関係 

 基地局 移動局 計 備     考 

千葉導管ネットワークセンター ０ ７８ ７８  車載・携帯無線 

千   葉   支   社 ０ ０ ０   

計 ０ ７８ ７８  車載・携帯無線 
 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 

社内・協力会社

お客様

消防

保安指令センター（本社） 東京ガスお客さまセンター

統括保安責任者 ガス漏れ通報専用電話

043-225-0024 043-225-1075

本　社　関　係　部　所

袖ヶ浦LNG基地
千葉導管ネッ

トワークセン

ター

東部ガスライト24 千葉支社
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１９４ 第３節 ガス施設（東京ガス（株）） 

３ 緊急体制の確立 

（１）（略） 

（２）待機人員及び緊急車両待機台数 

  待 機 人 員      車   両 備      考 

東部ガスライト２４ ２ 名 １ 台  夜間待機体制 

 

（３）特別編成動員数 

  第1次 第2次 第3次 備     考 

特別出動体制（千葉地区） ２７ ６３ １５６  

千  葉  支  社 ４ ４ ４  

計 ３１ ６７ １６０  

 

（４）大規模災害の場合の組織 
（現場本部） 

 

総
括
指
揮
者

副
総
括
指
揮
者

連絡記録班（対応状況の把握と記録）

修繕対応隊（被害範囲の調査、本修理作業）

需要家対応隊（需要家状況調査、閉開栓の実施）

現地支援隊（お客さま対応、広報・行政・自治会等の対応）
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第３節 ガス施設（東京ガス（株）千葉導管ネットワークセンター） 

３ 緊急体制の確立 

（１）（略） 

（２）待機人員及び緊急車両待機台数 

  待 機 人 員      車   両 備      考 

千葉導管ネットワークセンター ２ 名 １ 台  夜間待機体制 

 

（３）特別編成動員数 

  第1次 第2次 第3次 備     考 

特別出動体制（千葉地区） ５３ １０９ １８５  

千  葉  支  社 ４ ４ ４  

計 ５７ １１３ １８９  

 

（４）大規模災害の場合の組織 
（現場本部） 

 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

１９５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９７ 

 

 

 

 

 

１９９ 

 

２００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２ 

第４節 水道施設 

１ 上水道施設 

（１）（略） 

（２）組織編成並びに要員の整備 

応急対策、復旧対策に伴う組織編成並びに要員は、「企業局水道事業震災対策基本

計画」による。（図－２、３、４） 

（３）～（６） 

（７）復旧資機材の確保 

送配水管の復旧資機材は県営水道、給水装置の復旧資機材は指定給水装置工事事

業者等関係会社が保有する資機材で対処する。 

 

図―２ 千葉県企業局水道事業震災対策本部組織図 

千葉県企業局水道事業震災対策本部 

 

図―３ 千葉県企業局水道事業現地対策本部組織図 

千葉県企業局水道事業現地対策本部 

 

図－５ 千葉県企業局水道事業業務用無線局配置図（周波数６５．０３MHｚ） 

 

（別表）給水車等の保有状況 

平成３１年３月３１日現在 

    容 量 等     

 

 品 目 

容 量 別 内 訳               

20  1,000  1,700  2,000  4,000  計 

給 水 車     （台）   13       13台 

給水タンク（台）     69      69台 

ポ リ 容 器     （個）  2,232      2,232個 

容 量 計（ ）  44,640 69,000 22,100   135,740

 
事故発生時の情報連絡系統図 
 千葉県企業局工業用水部の災害対策は、下記のとおりである。 
 

企業部副部長（工業用水部長） 
 
           副 部 長 付（工業用水部次長） 
 
 

 

工業用水班 

（工業用水管理課長） 

施設設備班 

（施設設備課長） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第４節 水道施設 

１ 上水道施設 

（１）（略） 

（２）組織編成並びに要員の整備 

応急対策、復旧対策に伴う組織編成並びに要員は、「水道局水道事業震災対策基

本計画」による。（図－２、３、４） 

（３）～（６） 

（７）復旧資機材の確保 

送配水管の復旧資機材は県水道局、給水装置の復旧資機材は指定給水装置工事事

業者等関係会社が保有する資機材で対処する。 

 

図―２ 千葉県水道局水道事業震災対策本部組織図 

千葉県水道局水道事業震災対策本部 

 

図―３ 千葉県水道局水道事業震災対策現地本部組織図 

千葉県水道局水道事業震災対策現地本部 

 

図－５ 千葉県水道局業務用無線局配置図（周波数６５．０３MHｚ） 

 

（別表）給水車等の保有状況 

平成２９年３月１日現在 

    容 量 等     

 

 品 目 

容 量 別 内 訳               

20  1,000  1,700  2,000  4,000  計 

給 水 車     （台）   10 3      13台 

給水タンク（台）     69      69台 

ポ リ 容 器     （個）  2,216      2,216個 

容 量 計（ ）  44,320 69,000 17,000 6,000  136,320

 

事故発生時の情報連絡系統図 
 千葉県水道局工業用水部の災害対策は、下記のとおりである。 
 

水道部副部長（工業用水部長） 
 
           副 部 長 付（工業用水部次長） 
 
 

○県の組織

改編による

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○時点修正 

(H31.3.31 時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○県の組織

改編による

修正 

 

工業用水班 

（事業管理課長） 

施設設備班 

（施設設備課長） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

２０３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・支部長
     （支所）

千 葉 支 所

船 橋 支 所

木更津支所 協定会社

酒々井支所

柏   支   所

圏央道支所

支部班

広報班

総務資材班

情報連絡班 　　　班　　長

管理班 掛員

対策班

調整班

千葉支所

船橋支所

木更津支所

酒々井支所

柏 支 所 掛員

圏央道支所

連　　絡　　系　　統　　図

千　葉　国　道　支　部　組　織　表

支部長

　　　　　　　 　　  　副支部長　

地方自治体

その他関係機関

管理班

国　土　交　通　省　（本省）

関東地方整備局　（本部）

情報連絡班

千葉県石油コンビ
ナート等防災本部

県　警　本　部

県道路環境課

対策班

　　　支所長

調整班

広報班

千葉国道事務所（支部）

支部班

総務資材班

平成３１年４月１日現在
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

○時点修正 

(H31.4.1 時点） 

・支部長
     （支所）

千 葉 支 所

船 橋 支 所

木更津支所 協定会社

酒々井支所

柏   支   所

圏央道支所

支部班

広報班

総務資材班

情報連絡班 　　　班　　長

管理班 掛長

対策班 掛員

調整班

千葉支所

船橋支所

木更津支所

酒々井支所

柏 支 所 掛長

長南支所（圏央道） 掛員

連　　絡　　系　　統　　図

千　葉　国　道　支　部　組　織　表

支部長

　　　　　　　 　　  　副支部長　

地方自治体

その他関係機関

管理班

国　土　交　通　省　（本省）

関東地方整備局　（本部）

連絡情報班

千葉県石油コンビ
ナート等防災本部

県　警　本　部

県道路環境課

対策班

　　　支所長

調整班

広報班

千葉国道事務所（支部）

支部班

総務資材班

平成２８年１２月３１日現在
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

２０２ 

２０４ 

第５節 道路 

資機材一覧表 

平成３１年４月１日現在 

 

資  機  材  名 台 数 

パトロールカー 7 

散水車 2 

路面清掃車 3 

側溝清掃車 1 

道路管理用無線固定局 8 

    〃     移動局 51 

    〃     基地局 8 

排水管清掃車 2 

多目的作業車 1 

衛星通信車 1 

照明車 1 

待機支援車 1 

対策本部車 1 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第５節 道路 

資機材一覧表 

平成２８年１２月３１日現在 

 

資  機  材  名 台 数 

パトロールカー 7 

工事標識車 2 

散水車 2 

路面清掃車 3 

側溝清掃車 1 

道路管理用無線固定局 8 

    〃     移動局 97 

    〃     基地局 11 

排水管清掃車 2 

多目的作業車 1 

衛星通信車 1 

照明車 1 

待機支援車 1 

対策本部車 1 
 

○時点修正 

（H31.4.1 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

２０５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０６ 

 

第５節 道路 

 

一般国道道路図 

 

 

（平成３１年４月現在） 

 

２ 一般県道 

特別防災区域における一般県道は次図の太線であり、災害時の市原土木事務

所の組織編成及び連絡 系統図はそれぞれ下表のとおりである。 

 

市原土木事務所組織編成表 平成２８年４月１日現在 

（水防現地指導班から） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第５節 道路 

 

一般国道道路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２５年４月現在） 

 

２ 一般県道 

特別防災区域における一般県道は次図の太線であり、災害時の市原土木事務

所の組織編成及び連絡 系統図はそれぞれ下表のとおりである。 

 

市原土木事務所組織編成表 平成２８年４月１日現在 

（水防現地指導班より） 

○時点修正 

（H29.4.1 時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○適切な表

記に修正 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

２０９ 第６節 港湾施設 

 

図―１ 千葉港公共港湾施設の概要（出典：千葉港要覧2016） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第６節 港湾施設 

 

図―１ 千葉港公共港湾施設の概要 

○時点修正 

（H28 時点） 
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ﾍﾟｰｼﾞ数 修正案 

２１０ 第６節 港湾施設 

 

図―２  木更津港公共港湾施設の概況 （出典：木更津港要覧 2017） 
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現行（平成２９年８月修正） 修正理由 

第６節 港湾施設 

 

図―２  木更津港公共港湾施設の概況 
 
 

○時点修正 

（H29 時点） 

 


